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　　　　　　　％

抱えていた課題

・神戸市水道局では、年間約6,500件の給水装置工事の審査を行っている。その中
で、年間約6,000件の戸建て住宅等の給水装置工事（以下「簡易な工事」）について
は、給水取出し部の配水管の水圧によって水理計算を省略できることにするなど、審
査の簡素化を図っているものの、簡易な工事の図面審査に多くの時間を要しており、
職員間の審査精度のバラつきや、審査の合間に電話や窓口対応を挟むことに起因する
審査項目の見落としの恐れが課題であった。
・また、簡易な申請に多くの時間を要するため、高層住宅や商業ビルなどの水理計算
や特殊な設備が多い「事前協議が必要な工事の申請」に対応するために必要な能力の
向上・知識(技術)の継承に十分に注力できていない状況である。
・加えて、これからの職員数の減少に対応する必要があること、またこれに起因する
技術技能継承が課題となっており、ＤＸの推進などにより人材不足・技術力不足を
補っていく必要がある。

取組概要

簡易な工事の図面審査において、AIを活用することにより、記号等を自動検出するこ
とができるアプリを開発・導入
１．AI審査アプリの開発・導入
・令和５年３月　プロポーザル方式による公募を開始
・令和５年７月　委託契約締結
・令和５年７月～令和６年３月　打合せを重ね、AI審査アプリを開発
・令和６年４月～令和６年６月　職員による試行期間
・令和６年７月～本格導入
２．AI審査アプリの主な機能
(1)審査登録機能
・LGWAN環境でPDF変換された工事図面を取り込むことにより容易に審査を開始
・最大15件のPDFを同時に審査可能
(2)審査結果機能
・審査は１件あたり概ね１分程度で完了
・キャラクターによる審査完了のお知らせ機能
・AIが自動検出した記号等は、PDFに審査対象項目ごとに色分けして表示
・AIの自動検出した結果を、審査項目ごとに表示
・手書きの図面でも自動検出可能
・AIによる検出率は87.5％
・AIによる自動検出結果図面に事業者への指摘コメントを入力できる枠を設置

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例①
【大賞】受賞事業体及び取組概要

応募事業者名
（応募団体名） 神戸市水道局

取組名
(プロジェクト名) AI審査アプリを活用した給水装置工事図面審査

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助率
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　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

【職員側の効果】
・１件あたり１分程度で審査が可能であり、随時審査を行うだけでなく同時に最大15
件の図面審査が可能であることから、終業時にまとめて審査を開始しておくこともで
きる。さらに、AIが自動で検出した結果を基にして、職員が審査の補助を行うだけで
良いため、審査時間の短縮を図ることができる。
・AIによる機械的な検出により、職員の知識や経験による審査レベルの差が生じにく
くなるため、申請業者（指定給水装置工事事業者）に対する指示内容の統一化が図れ
る。
・特に本市での申請経験が少ない指定業者との間では、修正内容の理解不足等によ
り、電話での問い合わせや、再度の修正に時間を要することがあったが、これらの改
善が期待できる。
・審査時間の短縮により、職員が他の技術力を要する業務に注力できるようになり、
技術力の向上や底上げを図ることができ、より一層技術継承に重点を置いて取り組め
る環境を整えることができる。

【指定工事事業者側の効果】
・AIによる審査結果を工事申請業者に示すことにより、審査項目が明確になり、申請
業者のレベルアップに繋がる。（AIによる審査結果には、職員の指摘事項を記載する
欄を設けており、AIの審査結果を参考にして職員の修正指示等を確認することができ
る。）
・申請業者のレベルアップにより、審査書類の作成から回答までの期間の短縮につな
がり、結果として市民サービスの向上に寄与する。

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
新たな技術であるAIを活用して、根本的な課題である審査時間の短縮を図るというこ
とは大きなチャレンジであった。課題解決のため、事業者に任せきりにするのではな
く、多くの打合せを実施し、職員が利用しやすく、AI審査の精度を上げるための情報
提供等に力を注ぐことにより、利用価値の高いアプリを構築することができたと考え
ている。本件のような事例は、自治体における様々な課題に対する解決手法として参
考になると考えている。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
給水装置工事図面の審査については、各都市において多くの時間を費やしていると聞
いている。各都市において、給水装置工事の記号等の統一化が図れていないため、本
AI審査アプリをそのまま他都市が利用することはできないが、各都市の記号等を学習
させることにより同様のアプリを構築することは可能である。また、給水装置工事図
面の審査においても、AIを活用して審査期間を短縮することができると実証すること
に大きな意義があると考えている。
令和６年度には、職員向けの学習済みのAIを活用し、インターネット環境で事業者が
利用できるよう構築することを検討している。これにより、事業者が申請前に誤り等
に気付くことができる環境の整備が進むとともに、さらなる業務の効率化・審査期間
の短縮が期待できる。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載ください)
・AIを活用した給水装置工事図面の審査は全国初の試みであり、また、これから迎え
る人口減少社会における職員数の減少や技術技能継承といった課題に対応するための
有効な手段であると考えている。
・このアプリは図面の電子データが無くてもスキャンデータで取り込むことが出来れ
ば利用可能であるため、電子申請を導入していない事業体でも新たに構築することは
可能であると考えている。
・給水装置工事の審査に限らず、他の審査業務においてもAI活用のきっかけとなり得
る事案と考えている。
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受賞理由

　本取組は、給水装置工事の図面審査に多くの時間と労力を費やしている現状に対
し、AIを活用したアプリの開発・導入により、審査時間の短縮を図った取組である。
　AIにより工事図面上に記載された記号等を自動検出した後、職員は審査を行うた
め、審査時間の短縮が図られた。また、職員の知識や経験による審査レベルの差が生
じにくくなるため、指定給水装置工事事業者に対する指示内容の統一化を図ることが
でき、業務の効率化が期待される。さらに職員は技術力を要する業務に注力できるよ
うになり、技術力の向上や底上げ、技術継承という課題解決に対する取組として、大
いに評価できる。
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補助資料用紙
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　　　　　　　％

抱えていた課題

日本の水道事業は、給水人口の減少、設備・管路の老朽化と更新対応、経営基盤の脆
弱性といった課題に直面しており、これらの課題に対して、適切な対策を講じること
が求められています。アセットマネジメントは水道施設の計画的な整備・更新により
持続可能な水道事業の運営を目的とした取組であり、その実現に向けて「ヒト」「モ
ノ」「カネ」といった経営資源の将来見通しを的確に把握し、これらのバランスを
取ってマネジメントしていく必要があります。

〈課題〉
・管路の劣化予測に関する精度を高め、より実態に近い想定使用年数を設定するとと
もに、効果的かつ効率的な管路更新を実現すること。

・将来の経営資源の状態をより明確に多面的に捉えることで、効果的な施策を立案し
実行すること。（政府の推進する、根拠に基づく施策立案(EBPM）の実現）

取組概要

水道管路のＡＩによる劣化診断技術を長期的なアセットマネジメントに活用する新し
い取組です。ＡＩを用いて算出した管路の長期間の破損確率から想定使用年数を設定
し、更新シミュレーションを行い事業効果を算出するものです。

①管路の破損確率算出
　管路の将来にわたる老朽度を把握するため、ＡＩ技術を活用し2025年以降100年間の
破損確率を算出しました。
②想定使用年数設定
　ＡＩを活用して算出した破損確率に基づき、管種毎の技術特性を加味し、管路１本
毎に想定使用年数を設定しました。
③重要度・更新優先度評価
　管路の破損時の影響を考慮して管路毎の重要度を評価しました。
　老朽度（破損確率・想定使用年数）と重要度を併せて更新優先度を評価しました。
④更新シミュレーションによる事業効果の算出
　更新シナリオを設定し、管路更新をシミュレーションすることで想定漏水件数や更
新事業費及び事業効果（更新事業従事職員数、他15の指標）の100年間の推移を算出し
ました。また、現状からの変化（影響量や影響時期）を見える化しました。
　多様な条件の更新シナリオを容易に設定でき、短時間で100年間のシミュレーション
が実施できるツールを開発しました。

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例②
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

応募事業者名
（応募団体名） 仙台市水道局

取組名
(プロジェクト名)

データから未来を導く
～ＡＩを活用した将来の「ヒト」「モノ」「カネ」の見える化～

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当 該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助率
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例②
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえてご記入
ください。

〈取組による効果と工夫〉
①管路の破損確率算出
・実際の漏水情報や環境データを用いた分析により、老朽度の算出精度が向上しまし
た。
・精度検証により布設年度の古い順に更新した場合と比較して約5倍の漏水事故回避が
見込まれる結果となり、有効性が確認できました。
・漏水履歴の少ない新しい管種については、管種の特性を考慮して破損確率を算出し
ました。
・管材料の技術変遷や技術資料を活用し、管路データの補正及び補完を実施後に破損
確率を算出することで破損確率の精度を向上させる工夫を行いました。
②想定使用年数設定
・従来、想定使用年数を管種毎に設定していたが、本取組により管路１本毎に想定使
用年数が設定でき、精度の向上が図られました。
③重要度・更新優先度評価
・重要度評価においては内部検討会を行い、職員の経験に基づく知見を見える化し反
映しました。
・更新優先度評価の老朽度において、ＡＩ技術の活用により破損の実態により近い評
価が可能となり、効果的かつ効率的な管路更新に寄与するものとなりました。
④更新シミュレーションによる事業効果の算出
・老朽化管路延長や事業費に加え、複数の指標により将来の「ヒト」「モノ」「カ
ネ」が見える化され、多面的な分析を可能としました。
・従来は老朽化管路延長の推移に留まっていたが、想定漏水件数等多数の指標が算出
できたことで、将来推計が明確化され説明性が向上しました。
・ダウンサイジングの要素等を取り入れることで、シミュレーションをより実態に近
づける工夫を行いました。

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・ＡＩに取り込むデータの選定や重要度の評価において、局内検討を行い職員のノウ
ハウや暗黙知を反映させることで分析精度の向上を図りました。
・報告会や技術交流会の実施により、事業経営やアセットマネジメント及び新技術に
対する技術力向上が図られました。
・本取組はアセットマネジメントによる一般的なアウトプットである更新需要・財政
収支見通しに加え、複数の効果指標や「ヒト」に関するアウトプットを分析すること
で課題をより明確かつ多面的に捉えることができ、施策の立案・実行フェーズにおけ
る内部マネジメントにおいて有効に活用できるものと考えております。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・本取組は将来の資産状況を明らかにすることで、取り組むべき課題を明確化し効果
的な施策立案に繋げるものです。全国の多くの水道事業体が抱える共通課題の解決に
向けた一助となるものであり、政府の推進するEBPMにおいて有効なエビデンスとなり
ます。
・近年社会問題となっている水道管の老朽化について、ＡＩを活用して長期的なシ
ミュレーションを行う取組ということで地元メディアにも広く取り上げて頂き、水道
事業の現状と今後の見通しを広くお知らせすることができました。また、他事業体か
らも多数のヒアリングを受けています。
・本取組はこれまでのアセットマネジメントの検討から一歩踏み込んでおり、市民影
響などについて、より具体的に説明できるものと考えております。
・今後のＡＩ等の技術進歩より、さらなる発展性・高度化が期待できる取組です。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたい
ポイントを自由にご記載ください)
・ＡＩによる管路の劣化診断技術を長期的なアセットマネジメントに活用する国内初
の取組であり、長期的な経営資源の見える化という新たな価値が創造されました。
・持続可能な事業運営に必要となる、経営資源「ヒト」「モノ」「カネ」を将来にわ
たって見える化し、施策立案の根拠として活用するものです。
・アセットマネジメントの高度化は、より効果的な事業運営に繋がるものであり、水
道事業体の抱える課題への有効な対応の一つであると考えております。
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例②
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

受賞理由

　本取組は、管路の劣化予測の精度を高め、より実態に近い想定使用年数により、効
果的、効率的な管路更新を実現するという課題に対し、水道管路のＡＩによる劣化診
断技術を長期的なアセットマネジメントに活用する新しい取組である。
　ＡＩに取り込むデータ選定や管路の重要度評価に職員のノウハウや暗黙知を反映さ
せたうえで、ＡＩ技術を活用して管路の長期間の破損確率から想定使用年数を設定
し、管路の更新優先度を評価している。
　また、老朽化管路延長や事業費に加え、将来の「ヒト」「モノ」「カネ」が見える
化され、政策立案の根拠として活用できる取組であり、大いに評価できる。
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補助資料用紙

データから未来を導く
～ＡＩを活用した将来の「ヒト」「モノ」「カネ」の見える化～

概 要

②想定使用年数設定

①管路の破損確率算出 ・AIを活用し管路毎の100年間の破損確率を算出

・AIを活用し算出した破損確率に管種毎の技術特性を

考慮し管路毎の想定使用年数を設定

③重要度・更新優先度評価 ・流量等４つの指標から管路毎の重要度を評価

・老朽度（破損確率・想定使用年数）と重要度から更新優先度を評価

更新シミュレーションによる更新事業効果の算出 に続く

従来（管種毎） ： VP（TS) 一律 40年

同管種でも管路毎に

想定使用年数が違う

破損確率を基に設定
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法定耐用年数超過率

想定使用年数超過率

管路更新率

概 要
重要度・更新優先度評価から続く

④更新シミュレーションによる

事業効果の算出

・更新シナリオを設定し、長期的な老朽化管路延長や想定漏水件数、

事業費、事業効果を算出することでギャップを見える化

算出例① 老朽化管路延長・想定漏水件数の推移

算出例② 管路更新事業費の推移

・更新優先度の高い管路から更新した場合の各指標の100年間の

推移を見える化

算出例③ 管路更新率・法定耐用年数超過率

想定使用年数超過率

算出例④ 管路維持管理・修繕費・漏水損失費

算出例⑤ 管路更新事業従事職員数の推移

事業効果の算出指標一覧

漏水損失額

修繕工事費

維持管理費(変動)

維持管理費(固定)

減価償却費＋支払利息

更新事業従事職員数(配水支管)

更新事業従事職員数(基幹管路)

現状人員

ギャップ

更新事業費（配水支管）

更新事業費（基幹管路）

現状予算規模

ギャップ

想定漏水件数(全管）

想定漏水件数(配水支管）

更新対象管（想定使用年数×0.8年経過）

老朽管

ギャップ

危険管 想定漏水件数(基幹管路）

現状
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・ＡＩでの分析や管路の重要度評価にあたり、職員のノウハウ、知見を盛込むため、局内検討会を

実施しました。 局内検討会（３回実施）

技術交流会

・新技術やアセットマネジメントに関する知見の向上、周知を目的とした報告会を実施しました。

・ＡＩの活用にあたり技術力・ノウハウの蓄積を目的として海外技術者との技術交流会を実施しました。

報告会（中間・最終の2回実施）

波及効果（内部）

効 果

将来の資産状況を明確に示し、有効な施策の立案・推進に寄与します

before after

・管種毎の想定使用年数設定

・想定使用年数を超える管路延長から

更新ペースを検討

・管路１本毎に想定使用年数を設定

・「ヒト」「モノ」「カネ」への影響を明確化・給水サービス等への影響が不明確

・多くの効果指標から施策を多面的に

検討
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波及効果（外部）

・ＡＩを活用した新たな取組として、新聞、テレビ、ラジオ等様々なメディアで取り上げて頂き、

市民のみなさまへ広報を行いました。 他事業体からも多数の問合せを受けております。

取り上げて頂いたメディア

・テレビ: 東北放送,宮城テレビ,東日本放送,仙台放送

・ラジオ：東日本放送

・新聞：朝日新聞、河北新報

・新聞(業界)：水道産業新聞、日本水道新聞、日刊建設新聞

・雑誌：日経コンストラクション

令和6年3月13日 仙台放送

令和6年3月14日 河北新報 記事 ※ 河北新報は宮城県内で最も多く読まれている新聞です。

※企業名等を黒塗りにしています。
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　　　　　　　％

抱えていた課題

〇背景：当企業団は、君津地域の水道事業の効率化を図るため、木更津市、君津市、
富津市、袖ケ浦市の4市水道事業と水道用水供給事業を同一の事業体として2019年（令
和元年）年4月1日より事業を開始。2022年（令和4年）4月1日より木更津市、君津市の
2市水道事業と水道用水供給事業において「浄水場等運転管理業務」を民間事業者へ委
託を開始する。
〇課題～なぜ、障害福祉サービスの活用を検討したか～
水道事業者等が行う「水質（管末）検査業務」は水道法第20条及び水道法施行規則第
15条に基づき、管末等1日1回以上の水質検査（色・濁り・消毒の残留効果の3項目）が
必要である。自動測定装置の設置は費用、場所、電源等の課題があり、実状「浄水場
等運転管理業務委託」に含むことで、受託事業者によって遂行されているが、社会的
人手不足により人材確保に苦慮している状態にある。受託事業者において、本来高度
な技術を要する施設の運転管理や保守業務等に注力すべき人員も、単純作業である水
質（管末）検査業務に従事させざるをえない現況は、当企業団としても持続的な水道
業界の技術の継承と育成において憂慮されていた。

取組概要

君津地域4市（木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市）広域化における水道事業と水道
用水供給事業の効率化及び生産性向上を図るため、上記の課題を解決すべく「雇用の
多様化」を検討。受託事業者と、障がい者就労支援となる社会貢献を含め外部組織で
ある「特定NPO法人」との新たな事業スキームを開発した。

〇概要：障がい者単独での水質（管末）検査業務への従事は、課題が多く再検討。本
業務実現の可能性調査の結果、「浄水場等運転管理業務委託」の受託事業者による障
害福祉サービス事業所6施設を含めた特定NPO法人への再委託とする。対象業務は、水
道用水供給事業3カ所及び水道事業8カ所（木更津市域）の計11カ所における測定点に
て、残留塩素濃度、濁度、色度、ｐＨ（水道用水供給のみ）の4項目を1回/日以上、土
日祝を含み毎日行うもの。
〇教育研修による「安全・安心」の確保と「測定検査精度」の管理。
安全衛生、水質検査の概要、採水検査場所へのルートマップ（車両運転は障害福祉
サービス事業所職員）、ＯＪＴ、緊急連絡体制構築と周知徹底、測定機器の取扱い、
測定結果報告方法（携帯端末によるリアルタイム報告）等、障害福祉サービス事業所
（職員・利用者）への研修プログラム作成。研修試用期間において検査精度・安全性
の担保等を企業団（担当職員）及び受託事業者（環境計量士）にて確認及び評価。令
和6年4月1日より再委託業務として開始。

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例③
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

応募事業者名
（応募団体名） かずさ水道広域連合企業団

取組名
(プロジェクト名)

水道事業広域化に伴う官民連携による雇用の共創と働き方改革
～「水質（管末）検査業務における障害福祉サービスの活用と推進」～

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助率
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例③
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

〇取組による効果
【企業団】
・水質（管末）検査業務持続的発展
・障がい者雇用における地域社会貢献
【受託事業者】
・業務従事者が高度な業務に専念できる事による生産性の向上
・地域における障がい者雇用の推進と安定化
【特定NPO法人・障害福祉サービス事業所】
・障がい者の就労意欲の促進
・障がい者の雇用確保（賃金・工賃の向上）
・障がい者の社会参加（継続的な雇用）
〇工夫した点
水質（管末）検査業務の重要性の意識づけとともに「安心・安全」、「測定精度」を
管理するため、以下の【研修プログラム】（Step1～3）により研修指導を行い、研修
試用期間終了後には習熟度を確認し、水質（管末）検査精度・安全性の担保が可能と
判断した。
【研修プログラム】
「Step1」机上研修
水質（管末）検査業務について（重要性）、業務要領、安全衛生教育（水道施設入場
教育、作業安全衛生、車両の運用、虫刺され等の予防対処法）、採水場所、法定水質
基準/管理基準、検査結果報告方法、緊急連絡方法、測定機器
「Step2」ＯＪＴ
車両運転、施設入退場等に関する研修、業務履行ルート確認（Aルート、Bルート、C
ルート）、検査機器（濁色計、残塩計、ｐＨ計）の使用方法等に関する実機取扱い研
修、検査業務実践フロー（緊急連絡及び報告内容）にて確認
「Step3」受託事業者同行による実践（試用期間）
障害福祉サービス事業所 担当（Aルート、Bルート、Cルート）による実践
【習熟度確認・判定】企業団（担当職員）、受託事業者（環境計量士）による実技確
認及びヒアリングを実施し評価判定

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
令和6年4月1日から再委託にて水質（管末）検査業務を開始。導入前と変わらず測定・
検査の精度を維持している。
現在は水道用水供給事業3カ所、水道事業の一部区域8カ所（木更津市域）で水質（管
末）検査業務を実施しているが、他の区域（君津市域、袖ヶ浦市域、富津市域）での
導入を検討。実際に本業務に従事していただいている計80名以上の障害福祉サービス
事業所の方々のうち、検査補助員（障がい者）は50名にのぼり、皆一様にライフライ
ン事業に携わることで「やりがい」と「誇り」を持ち、喜びとともに従事していただ
けていると同時に、当該業務に携わってきた受託事業者は技術難易度の高い業務へと
注力することで技術継承と向上に努めることができている。
［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
水道施設の管理運営に関わる法定業務において、官民連携による「雇用の多様化」に
よって持続的発展を図ったことは全国初。
当スキームを参考にすることで、全国の障害福祉サービス事業所及びその利用者に、
雇用の機会を提供できること。また、本件に類する法定業務等、重要性は高い一方で
作業難易度が低い業務は、他にもあるのではないかと思案することで、官民連携での
雇用創生の可能性が広がること。さらに、これによって多くの方々が水道事業に携わ
ることでライフラインに対する理解と重要性が伝わる。

［特にPRしたいポイント］
企業団、受託事業者、特定NPO法人の三者で作り出した当スキームは、共に水道事業を
守る企業として必ず実現しなければならないものであると使命を感じた。社会的人手
不足に対して、安易に労働力を機械に代替するのではなく、人を活かすことを諦めず
「雇用の機会」であると捉え、官民連携で少なからずの支援をすることで、障がい者
就労支援に繋げることができた。
水道事業は、すべて受益者のためにあり、単に「安心・安全・安定」な水を届けるの
みならず、水道事業によって生み出される社会福祉は我々企業団の本懐。
当スキームが全国に広がり、障がい者を含めたくさんの方々が水道事業に関わってく
ださることが、“あたりまえ”になることを確信する。
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例③
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

受賞理由

　水道広域化後の浄水場等運転管理業務の水質検査業務における人材不足という課題
に対し、雇用の多様化を検討し「特定ＮＰＯ法人」と新たな事業スキームを開発した
取組である。
　特定ＮＰＯ法人に対し、採水を含めた残留塩素濃度、濁度、色度、ｐｈの４項目の
水質検査を「浄水場等運転管理業務委託」の受託事業者から特定NPO法人への再委託し
たもので、作業人材の確保と障がい者就労支援を両立した取組であり、大いに評価で
きる。
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補助資料用紙
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日本水道新聞（令和６年５月２３日掲載）
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　　　　　　　％

抱えていた課題

【課題１　情報共有における、受援側・応援側双方の負担】
　現在の日本水道協会の応急給水における情報共有（作業指示・報告等）は、紙媒体
の様式を使った手渡しの情報共有となっている。そのため、応援本部・幹事都市等は
様式の集約作業に多くの時間・労力が必要となり、現地応援職員は作業指示の受領・
報告書の提出のために応援本部に移動する手間が発生している。
【課題２　情報共有におけるタイムラグ】
　応急給水における情報共有を紙媒体を使って実施しているため、情報の集約作業に
時間が必要な他、応援本部⇒地方支部⇒県支部⇒正会員という順序で情報が共有され
るため、応援本部側・応援事業体側双方で情報共有にタイムラグが発生し、迅速な意
思決定や対応の妨げとなっている。
【課題３　集約後のデータの利活用】
　災害時、応急給水作業後、紙媒体の様式による報告を行い、その報告を集約後、翌
日の差配を行う。集約した情報から現状の把握・分析を行うにはデータを見える化等
行うほうが把握しやすいが、時間が限られている中でそれら作業を行うことは多大な
労力を要し、情報を活かせていない。

取組概要

　高度な知識がなくてもドラッグ＆ドロップ等簡単なマウス操作で、職員自らシステ
ム化を実現できるローコード（クラウド型）の業務改善システム（市販システム）を
使用し、情報共有システムの開発及び試行を行った。

１　主な試行・検討の流れ
①令和4年12月に大阪市・新潟市・神戸市の合同で開催した応急給水訓練で、タブ
レットとチャットアプリを活用し、応急給水作業指示、応急給水作業報告、現地写真
撮影の3つの情報伝達を試行的に実施し、電子化の有効性を確認。
②令和5年12月に日水協兵庫県支部及び関西地方支部で合同開催した応急給水訓練
で、ローコードの業務改善システムを活用した情報共有ツールを使い、参加者情報登
録、応急給水作業指示、応急給水作業報告、現地写真撮影の4つの情報伝達を試行的
に実施し、情報共有ツールの有効性を確認。
③令和6年5月にシステムの全国展開に向け、大都市水道局大規模災害対策検討会に日
水協本部へ提案することを決議。

２　システムの概要
　ローコードの業務改善システムを使用した情報共有システムであり、応援事業体の
情報登録、応急給水作業指示・報告及びこれらの閲覧を各々のパソコンや携帯電話等
から、アカウントがなくても利用することができる。また、入力された情報は自動で
集約される他、図表等の自動出力を行うことができる。

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例④
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

応募事業者名
（応募団体名） 神戸市水道局

取組名
(プロジェクト名)

スマート応急給水！ローコードツールを活用した情報共有
～情報共有の効率化による負担軽減に向けて～

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助率
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　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

　取り組みの主な効果として、以下の５点が挙げられる。

（１）受援側・応援側双方の負担軽減
　情報共有をシステム上で行うことで、応援本部・幹事都市等は紙媒体の様式集約の
手間が発生せず、翌日以降の作業指示の検討に時間を割くことが可能となる。現地応
援職員は空き時間や移動時間にスマートフォン等から作業報告を入力するなど、様式
を本部へ直接提出する手間がなくなり、移動時間等の削減が行われるため、その時間
を応援作業に充てることができる。
（２）リアルタイム性
　クラウド型のシステムを利用することで、リアルタイムで入力された作業状況等の
情報把握が可能となる。また、情報共有で日水協の地方支部・県支部を経由する必要
がないため、正会員に迅速に情報がいき渡るほか、支部長市の事務負担軽減となる。
（３）ローコードの業務改善システム導入におけるコスト低減
　システム会社に依頼することなく、職員自身で開発できるため、低コストでシステ
ム開発できる他、システム改善も職員自身で行うため、軽微な修正や改善を費用無し
で自由に行うことができ、常に最新のシステムを利用することができる。また、イン
ターネットアンケート同様、利用者側にアカウントが不要のため、コストを大幅に低
減することができる。
（４）ペーパーレス化
　令和５年度の実施の訓練では、仮に全ての情報共有を紙の様式で実施した場合、94
枚/日必要となる。そのため、応援日数が増加するごとに紙の枚数が増加していく
他、取り纏めや情報管理の面で負担が増大していくこととなるが、システム化するこ
とで、ペーパーレスとなり、作業負担が軽減される。
（５）データの見える化
　システムでは、応援職員や給水車の数、給水量等の様々な入力されたデータから、
拠点ごとの給水量や、給水車の稼働率 等をグラフ化することが可能である。そのた
め、この拠点ではもう応急給水する必要がない、この拠点は給水量が足りていないな
ど、翌日以降の給水車差配等の判断材料等への利活用が期待できる。

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　システム導入により、応援本部への報告の時間が削減されることで、その時間を応
急給水・復旧に充てることができる他、リアルタイムで現地の情報が応援本部側及び
派遣職員、応援派遣事業体の庁舎にいる職員にも届くことで、応援の差配がより円滑
になり、効率化が図れる。また、応援本部から共有される現地情報等を展開していく
事務負担が削減され、その分別の業務に時間を割くことができる。また、情報の整理
等を現地ではなく、応援派遣事業体の庁舎にいる職員で行うことができるため、より
効率的な運用を行うことができる。
　これらにより、受援時・応援時共に業務効率化及び負担の軽減が行われるなど業務
改善が行われる。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　本システムは、危機管理専用のシステムを利用しているわけではなく、ローコード
の業務改善システムにて開発を行ったものである。同様のシステムを使い、アンケー
トや台帳等のシステム作成を行うことができるため、平常時からこれらシステムを活
用することで、危機管理のシステムにありがちな、平常時はそのシステムを使わず操
作方法がわからないといったことが起こらない。
　また、選定ツールは「政府情報システムのためのセキュリティ評価制度」(ISMAP)
のクラウドサービスに掲載されているツールを想定することで、各事業体のセキュリ
ティ面での導入ハードルを下げることができている。
　その他、利用者はアカウント無しでもシステムを利用でき、汎用性が高い。

［特にPRしたいポイント］
　応急給水以外に、事業体の応援職員情報や応急復旧の情報を入力できるようにする
ことで、より一体的な運用を可能とすることができる。また、例えば地図アプリ等の
別のツールと組み合わせることで、より円滑な災害応援を可能とすることができる。
　その他、システムの開発者や管理者を除く、一般の利用職員はアカウント無しでシ
ステムを利用できることから、コスト面及び波及性に優れており、エクセル等による
様式の出力も可能なため、システム利用者以外への報告も行うことができる。また、
システム内の情報は、閲覧できる情報に制限をかけて公開することもできるため、市
民広報への利活用も行うことができる。
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受賞理由

　日本水道協会の応急給水における情報共有は紙媒体を使って実施しているため、情
報の集約に時間を要し、迅速な意思決定や対応の妨げになっている。本取組は高度な
知識がなくても簡単なマウス操作で、職員自らシステム化を実現できるローコード
（クラウド型）の業務改善システムを使用し、情報共有システムの開発及び試行を
行ったものである。
　システム導入により、リアルタイムで現地の情報が応援本部側及び派遣元の職員・
事業体に届き、円滑な意思決定が可能となるなど災害対策に寄与する取組であり、大
いに評価できる。

21



補助資料用紙

情報共有ツールの活用イメージ

情報共有ツールのイメージ

応援活動及び情報共有フロー

（出典：日水協地震等緊急時対応の手引き）

⇒全て紙媒体の様式でやり取りを行っている
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訓練での試行

入力用のマニュアル

リアルタイムの状況
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日本水道新聞
２０２４年

２月５日掲載水道産業新聞２０２４年３月１１日掲載

水道産業新聞

２０２４年

日本水道新聞

２０２４年

水道産業新聞

２０２４年４月１日掲載
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　　　　　　　％

抱えていた課題

　地方部の小規模水道事業体である本市では、技術職員の不足による技術力確保に長
年苦慮している。技術職員の減員により、これまでの上水道担当に配属された技術職
員3名の体制で下水道の技術部門まで担うこととなり、上下水道の施設82箇所の維持管
理に加え、水道メーター、水質管理、建設工事、苦情対応など業務範囲が拡大してい
る。このような状況の中で日々の業務で精一杯となり、施設の特性などを踏まえた適
切な技術継承ができないまま人事異動により人が入れ替わってしまうことが大きな課
題であった。
　特に近年は、上下水道部門の特性である24時間365日拘束され、常に対応する必要性
に迫られる業務が負担となり退職する職員も見受けられる現状から、今後も技術職員
の増員が見込まれない中（減員傾向）で、経験の浅い職員、技術職員ではない事務職
員でも現場にて対応できる分かりやすい仕組み作りと、技術職員の現場対応、整備計
画策定作業などの負担軽減への対策が求められていた。

取組概要

課題である職員の技術力向上と負担軽減を実現するための３テーマ
　(1)「技術職員しかできない」を少なくする
　(2)上水道、下水道の施設を一括し誰でも分かりやすい仕組み作り
　(3)広域連携、官民連携を踏まえた仕組み作り
　３テーマを踏まえ、単独システムであった①設備監視・②管路管理・③設備台帳の
システム（未導入）を全て冗長化されたクラウドシステムになる仕様とし、システム
の操作法の統一及び必要機能の精査により、情報把握に優れ、既存のPC端末は勿論、
タブレット端末、スマートフォンなどブラウザ環境があれば、「いつでも、どこで
も、安全にアクセス可能な誰でも分かる」多情報を一元化したクラウドシステムを構
築。
【構築の概要】
１．既存の水道施設監視システムと管路情報システムのクラウド化
２．誰でも分かりやすく、尚且つアセットマネジメントを推進するための設備台帳シ
ステムの新規構築
３．広域連携の取り組みにより緊急用資材融通をスムーズに管理できる付加機能（他
市町の水道事業体を跨ぐ）
４．上水道下水道共に一括管理できるシステム仕様の新規構築
５．３つの異なるシステム（情報）をデバイス上で同一の操作性の実現化

　５項目を全て網羅する為に、システムトラブルに迅速に対応可能な地元（県内）業
者と二人三脚で情報整理と正規化を行い、安定性・安全性・経済性を確保したうえで
要望を全て詰め込んだ実務に活かせるシステム構築を行った。

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑤
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

応募事業者名
（応募団体名） 曽於市水道課

取組名
(プロジェクト名)

上下水道職員の困りごとを解決する一体型クラウドシステム構築
～初心者でも現場対応に困らない仕組み作り～

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助率
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑤
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

工夫した点
（１）「技術職員しかできない」を少なくする工夫
①マップ機能を搭載し、現在地から目的地までのルート検索機能により現場経験が少
ない又、土地勘のない職員でもスムーズに施設現場や各家庭のメータ一位置にたどり
着けるようにし、また立ち入る際の注意事項などを確認できるようにした。
②水道施設で落雷発生時ヒューズ交換や機器リセットが必要な箇所は写真で示し、画
像だけでは判断しずらい作業は動画により誰でも交換作業ができるようにした。
③機器の取扱説明書を添付して、初回時や不慣れな作業の負担を軽減した。

（２）技術職員の負担を軽減する工夫
①１秒周期のリアルタイム更新で正確な情報の取得と、管路情報の確認によりタブ
レット１台で漏水調査などの現場作業が少人数で実施できるようにした。※職員が交
代で休める機会が大幅に改善。
②設備台帳を施設、設備ごとに分かりやすく表示し、過去の修繕履歴の把握が簡単に
できるようになり整備計画策定作業が省力化された。
③上水道・下水道とも同一のシステム上で、同じ仕様の画面にて監視管理を可能にし
たため、上水道担当の技術員が下水道施設の把握もしやすくなり管理の効率化や障害
対応の迅速化になった。

（３）広域連携、官民連携強化の工夫
①本市は、隣接する水道事業体と「水道基盤の強化に向けた広域連携協定」を締結
し、緊急用資機材などの融通を行っている。その都度、電話によるやりとりで必要機
材の保有状況の確認が必要で時間的なロスが生じていたが、設備台帳システムに資機
材情報をリアルタイム共有させ他の水道事業体でも閲覧可能としたことで資機材調達
の融通性や利便性と迅速性が向上した。
②保守保全委託先（メンテナンス業者）に閲覧権限を付与することで連携が強化され
修理対応、必要部品調達が円滑化された。

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　従来は単独システムであった上下水道の各システムを全て同じサーバーにてクラウ
ド化した。端末の種類を問わず、いつでも、どこでも、誰でも安全に使えるを実現し
たうえで、操作性を統一することは、困難かつ高度な知識、作業が必要であった。
従来は情報集約が煩雑であったが、各データはクラウドシステム内で紐づけされいつ
でも簡単に初心者でも状況把握を行えるようになり、対応できる人員の幅を広げ、技
術不足の解消に効果を発揮した。また技術職員による緊急性、作業先順位の判断がど
こからでも行えることから現場作業の確実性と拘束時間緩和による負担軽減が向上し
た。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
 広域連携の観点から、情報を他水道事業体とリアルタイム共有し、閲覧可能としたこ
とで資機材調達の融通性や利便性と迅速性が向上した。
 官民連携の観点から、メンテナンス業者へ閲覧権限を付与し確認を可能とすることで
緊急修繕など迅速化、効率化に繋がり水道使用者への影響を最小限に留めることがで
きた。今後、上下水道事業で推進されていく取り組みを見据え、先駆けて実現できた
ことは同じ悩みを抱える事業体の解決への糸口（ヒント）となり得る。

［特にPRしたいポイント］
①従来システムになかった初心者の視点によるシステム構築。従来システムを一体化
しただけではなく、ルート検索機能、写真や動画などで視覚的に初心者でも分かりや
すい仕組みを構築できた点。
②全く仕様の異なった上水道、下水道部システムを統一した仕様にできた点。
③小規模上下水道事業体が、小規模水道事業体が抱える悩みを１台で解決する仕組み
を構築実現できた点。
④県内業者と協力連携することでシステムトラブル時にも迅速に対応可能な体制構築
ができた点。

27



令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑤
【特別賞】受賞事業体及び取組概要

受賞理由

　技術職員の不足による技術力確保という水道事業体が抱える課題に対し、各種シス
テムのクラウド化により、職員数が限られる中小規模水道事業体の事務職員や経験の
浅い技術職員による施設へのアクセスや現場における機種の操作作業を支援できるよ
う技術力向上と負担軽減を図った取組である。
　タブレット端末、スマートフォンなどブラウザ環境があれば、どこでも安全にアク
セスできる一元化したクラウドシステムを県内の地元業者とともに構築し、職員のみ
ならず、協定により緊急用資機材の融通を行っている隣接する水道事業体も閲覧可能
としたことで資機材調達の融通性や利便性、迅速性が向上した。さらにメンテナンス
業者に閲覧権限を付与することで連携が強化され、修理対応、必要部品調達が円滑化
されるなど、広域連携、公民連携の強化という視点からも、大いに評価できる。
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補助資料用紙

上下水道職員の困りごとを解決するクラウドシステム構築

～初心者でも現場対応に困らない仕組み作り～

日々の業務に忙殺され、施設特性などを踏まえた最適な技術継承ができないまま

人事異動により人が入れ替わってしまう。

近年は、上下水道事業の特性である即対応が求められる状況から24時間365日拘

束され、常に緊急性に迫られる業務が、技術職員の大きな負担となり退職する職員

も見受けられる現状

経験の浅い職員、現場対応経験のない事務職員でも現場にて対応できる

分かりやすい仕組み作りと、技術職員の現場対応、技術力向上、整備計画策定作業

などの負担軽減への対策が必要

技術職員の不足による技術力確保に長年苦慮している。技術職員の減員により、

これまでの上水道担当に配属されている技術職員３名の体制で下水道の技術部門ま

で担うこととなり、上下水道の施設82箇所の維持管理に加え、水道メーター更新、

水質管理、建設工事監督、苦情対応など業務範囲が拡大

抱えていた課題

課題である職員の技術力向上と負担軽減を実現するための３テーマ

（1）「技術職員しかできない」を少なくする

（2）上水道、下水道の施設を一括し誰でも分かりやすい仕組み作り

（3）広域連携、官民連携を踏まえた仕組み作り

３つのテーマを踏まえ、単独システム（オンプレ）であった①設備監視②管路管理③

設備台帳システムが全て冗長化されたクラウドシステムになる仕様とし、各システム

の操作法の統一及び必要機能の精査により、情報把握に優れ、既存のPC端末は勿論、

タブレット端末、スマートフォンなどブラウザ環境があれば、「いつでも、どこでも

、安全にアクセス可能、誰でも分かる」を満たした多情報を一元化したクラウドシス

テムを構築。

施設概要
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１．技術職員しかできないを少なくする工夫

テムを構築。

工夫した点

1-3．現場でメーターの場所が分からない場合でも確認

が可能に。効率化と負担軽減。

量水器番号などのデータは任意のタイミングで更新が可

能。

メモ欄に立入りなどの注意点を記録することでトラブル

防止の効果も発揮。

1-2．マップ上に施設の位置が表示されているので検

索が可能。施設のマークを押すと写真が表示。

1-1．位置情報により今いる現場から

目的地へのルート検索が可能となり土

地勘がない職員の負担軽減。
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1-4．計装盤の作業箇所を写真で分

かりやすく表示。それでも、分かりに

くい作業は動画で確認。

（ヒューズ交換・リセット等）

２．技術職員の負担を軽減する工夫工夫した点

2-1．上下水道の施設を上水道・下水道を同

一のシステム上で、同じ仕様の画面にて監視

管理を実現。

高度な分析機能は、表示の工夫でより分か

り易い仕様。

1-5．機器の取扱説明書を格納し、いつでも確認可能と

なり、初心者でも負担なく作業。
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2-2．設備台帳を施設、設備ごとに分かりやすく表示し、過去の修繕履歴や保全履歴が分

かりやすく表示される為、アセットマネジメント（更新計画、整備計画策定作業）の省力化

に寄与。担当者が変わっても分かりやすい仕様。

３．広域連携、官民連携強化の工夫工夫した点

①フォルダの共有設定機能追加
共有したい設備を登録しているフォルダに
対して共有自治体を設定

②「共有設備」メニュー追加
他自治体で共有設定されたフォルダを表示、
他自治体が登録した設備を閲覧可能

※他自治体データは閲覧のみ、編集不可

3-1．資機材情報をリアルタイム共有し、広域連携協定を締結する他

の水道事業体と資機材調達の融通性や利便性が向上。※共有情報

は指定したものに限るので安全性は確保。

3-2．保守保全委託先（メンテナンス業者）に閲覧権限を付与すること

で連携が強化され修理対応、必要部品調達が円滑化。具体的には他

施設の予備品の流用、現場到着前に必要機器、部品の確認、確保が

可能となった。

補足事項

1.費用効果：クラウドへ方式変更（専用回線→モバイル通信費）により通信費約80％削減。

→ 削減によりサーバー使用料・24時間監視委託料の財源を確保。業務負担が軽減。

2.水道事業体以外への波及効果：民間の保守保全委託先に閲覧権限の付与。

→ 委託先の引継ぎ、技術継承に効果を発揮。地方では委託先の減少、委託先の人員減少が続いてお

り、その確保と強化に寄与。
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水道スマートメーターの全戸導入

抱えていた課題

　検針員の担い手不足や、積雪寒冷地特有の課題を抱えていた。

　詳細として、検針業務は令和４年度まで指定給水装置工事事業者に長年お願いをし、請負
を続けていただいていたが、検針員の高齢化及び人手不足により請け負うことができないと
いうことで、令和５年度は水道関係では無い別業者に何とか委託することができたが、検針
員の担い手不足という問題は続いていた。
　また、積雪寒冷地であるため電子式メーターを採用し、メーター本体の情報を表示する隔
測表示器を地上に設置して検針を行っていたが、冬期間は積雪や落雪、吹雪のために作業時
や移動時に事故が発生する危険性があった。雪に埋まったメーターを発見できない場合は、
直近の水量や前年度の水量を使用水量とみなして料金を徴収し、実際の使用量との差は、そ
の後の検針で精算することや、この間に発生した漏水などの異常を発見することが遅れてし
まうことも課題だった。

取組概要

　令和６年３月検針分より給水区域内全戸を対象に水道スマートメーターを活用した自動検
針を開始した。導入したスマートメーターは、既設の電子式メーターの隔測表示器に接続
し、メーターの検針値などのデータを自動で取得し、取得したデータは委託企業の集中監視
システムに集約され、役場のＰＣで取得する仕組みとなっている。また、現在の指針や警報
発生状況についてはスマートフォン等でも確認ができ出先でも活用できるようになってい
る。
　通信方式はＬＰＷＡで、導入戸数は２，２５３個。５日間にわたり水道の使用が続いた場
合、異常として警報メールが町に送られる設定としており、漏水などを早期に発見すること
ができ、また、３日間水道の使用が無い場合にも警報メールが通知される機能を独居高齢者
２９４世帯の見守りに活用、警報メールは町の建設水道課と福祉課に届き、福祉課の職員や
民生委員などが現地を訪問するなどの対応をとることで、孤独死などの防止につなげる。
　また、現地での検針が行われなくなるため、検針時に発行していた紙の検針票が無くなる
代わりに、検針及び料金明細の情報を携帯電話へ直接お知らせするＳＭＳでの通知サービス
を開始し利便性向上を図った。

取組による効果
※ 取組を実施するにあ
たり工夫した点などを
踏まえてご記入くださ
い。

　スマートメーター導入に際し、可能な限り延命するため電池交換可能な物を選定した。
　また、機器の購入と取り付けを一括で発注することで、担当職員の業務の負荷低減を図
り、取り付けの際には、利用者の名前および紐付けとなる水栓番号やメーターの位置等を記
した地図を作成し、地理不案内な委託企業に活用して貰うことで、作業について混乱なく完
了できた。
　自動検針の開始によって、検針員の担い手不足や積雪寒冷地特有の課題の解決をはじめ、
これまで少ない検針員で検針を行っていたため検針日にブレがあったが、検針日を統一する
ことができた。検針員による数値の読み取りや入力ミス等ヒューマンエラーの解消にもつな
がった。
　警報メールの通知により、漏水の早期発見や独居高齢者の見守りにもつながることも期待
できる。
　また、検針票に変わる通知方法をメールアドレス形式ではなく、今後の普及率の向上を見
込める携帯電話番号のみで登録できるＳＭＳとし、簡単な登録方法により、利用者の検針票
の紛失リスクの減少、町としてもコストの削減やペーパーレス化につながった。

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑥

西暦2023年　2月(予定の場合予定年月)

応募団体名

国

補助など名称 デジタル田園都市国家構想交付金

補助率 50%

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など申請年月

中富良野町建設水道課

取組名
(プロジェクト名)

33



令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑥

PRポイント
※ 当てはまる項目に簡
潔にご記入ください。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　
　現場に行かなくても、水道メーターの指針値が確認でき、特に水道の開始・中止などは
遡った指針値も確認できるため、職員の業務削減に繋がっている。
　また、検針日の統一、検針値の確認ミスも無いため、ヒューマンエラーも減らすことに繋
がり、漏水等異常水量の把握も警報メールにより、利用者への確認周知が早い段階で可能と
なった。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　
　スマートメーター導入に際し、機器の購入と取り付けを一括で発注することで、担当職員
の業務の負荷低減を図った。また、取り付けの際には、利用者の名前および紐付けとなる水
栓番号、メーターの位置を可能な限り詳しく記した地図を作成し、委託企業に活用して貰う
ことで、作業を混乱なく完了できた。

［特にPRしたいポイント］

(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたいポイン
トを自由にご記載ください)
　
　国のデジタル田園都市国家構想交付金を活用することで負担を減らし、全戸に水道スマー
トメーターを導入することができた。
　自動検針を開始したことによって、検針員の人手不足や積雪寒冷地特有の課題の解決を図
られた。
　また、漏水や高齢者見守りなどサービスついて、特に漏水の発見については、水周りや建
物（床下、壁の中等）を痛めてしまうことや、漏水分の超過料金等を利用者様の負担を減少
させることができており、検針票に代わるＳＭＳサービスも携帯電話にて全て確認できるた
め、好評をいただいている。
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補助資料用紙
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応募団体名

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑦

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など申請年月

補助など名称

補助率 　　　　　　　％

西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

仙台市水道局

取組名
(プロジェクト名)

給水車不足の克服を目指して
～加圧給水バンという新たな選択肢～

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

抱えていた課題

●背景
　東日本大震災当時、本市は給水区域の約半分が断水となった。この経験から、加圧式
給水車を活用した運搬給水の効率化を図るために、給水車用の飲料水補給設備を整備し
たほか、応急給水拠点に据え置くための組立式仮設水槽（以下、仮設水槽）も備蓄し、
職員の技能向上のための訓練も実施してきている。
　一方、日本水道協会からの要請などを受け、応急給水を支援するために加圧式給水車
と職員を派遣することがある。一例を挙げると本市は、令和元年東日本台風（2019年10
月）により被害を受けた地域への応急給水応援を行った。このとき、本市としては初め
て仮設水槽を応急給水拠点に据え置き、給水車を水の運搬に専念させた。その結果、加
圧式給水車の運搬稼働効率を飛躍的に向上させることができた。
●課題１：加圧必須の仮設水槽補給
　仮設水槽を使用した応急給水は少ない加圧式給水車を効率的に運用できた一方で、仮
設水槽への注水補給には給水車の加圧機能が必須となる。しかし、加圧機能のない給水
車しか配備していない事業体も存在する。
●課題２：派遣要請多数の加圧式給水車
　大規模な災害時には、多くの応援要請が見込まれる。例えば、南海トラフ巨大地震で
は、平成29年度の時点で3,000台の給水車が不足するという試算がなされている。
●課題３：加圧式給水車のドライバー不足
　運転免許制度の変更により、普通自動車免許で運転できる車両は総重量が3.5トン未

満に限定された。普通自動車免許では、一般的なタンク容量２㎥の加圧式給水車を運転

することができないため、十分な数のドライバーを確保できない。

取組概要

●課題解決のための取り組み
　今後も仮設水槽の活用を想定している本市は、「加圧式給水車自体の増台」が解決策
のひとつと考え、財政負担を抑えつつ、給水車台数を容易に増やすための方法を検討す
ることにした。この検討にあたり、本市も参画している「南海トラフ巨大地震対策《全
国の水道事業体に向けた緊急提言》」のうち「提案８(1)既存タンクの有効活用」を参
考にした。同提言には、エンジンポンプまたは電動ポンプと発電機を用いてトラックに
積載したタンクの水を加圧する手法が掲載されていたが、例示の方法すべてで別途ガソ
リン燃料が必要になっていた。本市は東日本大震災の際、燃料確保が困難だった経験を
踏まえ、燃料を必要としない新たな方法を検討することにした。
●解決策の概要

　本市では既存事例を参考に、既存資産の①可搬式アルミタンク（容量１㎥）、市販の

②電動ポンプと③ポータブル電源を組み合わせ、ガソリン燃料を必要としない加圧送水
システムを新たに考案した。このシステムを『加圧化ユニット』と呼ぶものとするが、
さらに、このユニットを本市所有の普通貨物車の荷室に積載することにした。以下、同
車両を『加圧給水バン』と呼ぶが、仮設水槽への注水補給に特化した簡易な加圧式給水
車として製作し、運用することに成功した。
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑦

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・加圧化ユニットのうち、①可搬式アルミタンクは既存資産を有効活用し、②電動ポン
プや③ポータブル電源は配管含め既製品･汎用品を使用することで、コスト削減を意識
して製作した。
・加圧給水バンは、普通自動車免許で運転できるためドライバーの人材確保が容易とな
ることから、危機管理体制を大幅に強化することができる。
・加圧給水バンを仮設水槽への注水補給に専念させることで、加圧式給水車との作業分
担により、応急給水の作業効率を大きく向上させることができる。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・自前での普通貨物車の確保が困難でも、加圧化ユニットとタンクの固定に必要な資材
さえあれば、必要なときにレンタカーを利用することもできる。
・加圧化ユニットのタンク容量と車両は自由に組み合わせられるため、例えば、軽ト
ラックや軽バン（ともに最大積載量350㎏）に200L程度のタンクを組み合わせること
で、より小回りが利き機動力のある給水車を製作することもできる。
・本市では、所有するアルミタンクを使用したが、ハードタイプのタンクであれば、ス
テンレス製やポリエチレン製に置き換えることもできる。

［特にPRしたいポイント］
・今回、新たに考案した加圧化ユニットは、従来の「エンジンポンプ」もしくは「電動
ポンプと発電機」にタンクを組み合わせる手法を発展させたものであり、「電動ポンプ
とポータブル電源」を組み合せた点に新規性がある。
・加圧化ユニットを普通自動車免許で運転できる貨物車両に積載することで、免許制度
の変更に対応した給水車のドライバー不足を解消することができる。
・仮設水槽へ注水することができる加圧給水バンは、危機管理体制の構築において不足
する加圧式給水車の代替手段として、中小事業体を中心に新たな選択肢になり得ると考
えられる。

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点など
を踏まえてご記入くだ
さい。

●取組による効果
　加圧給水バンは、災害や緊急時の応急給水活動において、条件付きながらも加圧式給
水車の機能を代替することができるため、加圧式給水車不足の克服と運搬能力の強化が
期待できる。
●加圧式給水車を代替するために工夫した点
１）貯水機能の代替

　本市は、昭和40年代に容量１㎥の可搬式アルミタンクを28基備蓄し、応急給水活動や

臨時給水に使用してきたが、仮設水槽を配備して以降、臨時給水以外の使い道がなかっ
た。そこでアルミタンクを加圧給水バンに積載するタンクとして活用することで、既存
資産の有効活用につなげている。
２）加圧機能の代替
【電動ポンプ】
　給水タンクと仮設水槽の高さは同等となるため、ポンプの揚程は低く抑え、流量に重
点を置いた機種から選定した。加圧式給水車に装備されたポンプは、車両エンジンの回
転数に応じて送水能力が変化するため、本市所有の給水車で送水実験を行った。この結
果を踏まえ、電動ポンプの能力を100L/min以上（補給中の待ち時間を10分以内）に設定
した。このほか、家庭用100V電源で動作すること、ポンプの制御方式をインバータにす
ることもポンプの選定条件とした。
【ポンプ電源】
　近年普及が進む、家庭用交流100Vを出力できる大容量のポータブル電源を導入するこ
とにした。この電源は、予備機も考慮し容量1,000Wh相当のものを２台準備した。この

電源１台で容量１㎥の仮設水槽を約８回満水にすることができる。

３）移動機能の代替

　一般的なタンク容量が２㎥の加圧式給水車の場合、ベース車両が２tトラックとなり、

車両総重量は3.5tを超えるため、運転には準中型免許が必要となる。一方、加圧給水バ

ンは、車両積載重量1,250kgの車両をベースとしており、タンク容量１㎥の加圧化ユニッ

トとその他必要なものを積載し満水にしても、その重量は1,150kg程度に収まるため普
通自動車免許で運転することができる。このほか、加圧化ユニットを荷室に収納した結
果、タンクへの飲料水補給や仮設水槽への注水以外タンクや配管が外気に直接触れない
ため、寒冷地であっても配管が凍結しにくくなっている。
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補助資料用紙

図１ 東日本大震災での最大断水状況

上部開口部からタンクへの補給 下部マチノ式継手からタンクへの補給

図２ 給水車用の飲料水補給設備

設営した状態 組み立て訓練

図３ 応急給水所に据え置く組立式の仮設水槽

断水地区

通水地区

津波被害地区

最大断水戸数：23万戸

最大断水人口：50万人

断水率：50％
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図６ 加圧式給水車を代替する加圧給水バン

加圧給水バン（普通貨物車）の全景 加圧化ユニットの積載状況

給水車から直接給水 仮設水槽からの給水

図４ 令和元年東日本台風で被災した宮城県丸森町での給水活動

図５ 加圧式給水車による仮設水槽への補給方法

給水活動中は動けない 補給後、給水車はただちに移動可能

❶ 貯水機能

❷ 加圧機能

❸ 移動機能

❸ 移動機能

❷ 加圧機能
車両側面

車両後方

❶ 貯水機能

ポータブル電源は

タンク前方に設置
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図７ 加圧式給水車と仮設水槽の高さ関係

図8 仮設水槽（容量１㎥）の満水に要する注水補給時間

容量１㎥の可搬式アルミタンク ポータブル電源と電動ポンプ

図９ 加圧給水ユニットを構成する主な資材

HWL（高水位）がほぼ同じ

4:00

5:30

7:15

8:30

1500rpm※

(騒音大)

1000rpm※

（騒音小）

700rpm※

（アイドリン…

電動ポンプ

（分：秒）

満水までの

時間は？
※ディーゼル車の

エンジン回転数

電動ポンプ

ポータブル電源

4人で運搬できる

ポンプまわりの配管

加 圧 給 水 バ ン

加 圧 式 給 水 車
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図10　ポンプまわり配管資材

表１　加圧式給水車と加圧給水バンの比較

① ②

⑦

⑩⑧⑨⑧

⑧⑫⑪
⑦

⑰
⑱⑲⑳

ポンプ

③

④

⑤

⑥

⑬

⑭
⑮
⑯

① 町野メス65㎜×オネジ50㎜

② ストリートエルボ　50A

③ チーズ　50A×32A

④ ニップル　50A

⑤ ボールバルブ　50A

⑥ 町野オス65㎜×オネジ50㎜

⑦ ストリートエルボ　32A

⑧ ニップル　32A

⑨ ボールバルブ　32A

⑩ フレキ32A　両端ユニオン

⑪ レバーカップリング　32A　メス

⑫ レバーカップリング　32A　オス

⑬ ストリートエルボ　25A

⑭ ニップル　25A

⑮ ボールバルブ　25A

⑯ 町野オス40㎜×オネジ25㎜

⑰ 給水ホース　町野40㎜×5m

⑱ 町野メス40㎜×オネジ40㎜

⑲ ブッシング　65㎜×40㎜

⑳ レバーカップリング　65A　メス

ポンプ吐出
ポンプ流入

タンクへの補給口

比較項目 加圧式給水車

加圧方法

車両備え付けのタンクに貯めた水

を

給水車のエンジンポンプで加圧送水

車両構造 タンクとポンプが一体化した車両

必要な資格
 容量２㎥相当 : 準中型自動車免許

 容量３㎥相当 : 中型自動車免許

電動ポンプ [１台]： 30万円

ポータブル電源 [２台]： 30万円

配管類 [一式]： 15万円

固定用資材 [一式]： 5万円

計※ 80万円

導入費用 タンク容量２㎥相当：約2,000万円

※ほかに普通貨物車やタンクが必要

最大積載量1,250kgの普通貨物車

（加圧化ユニットほか、配管等を積載）

普通自動車免許

加圧給水バン

①アルミタンクに貯めた水

を

②電動ポンプと③ポータブル電源で加圧送水

（①②③の組合せを加圧化ユニットという）
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑧

応募団体名

会津若松市上下水道局
会津坂下町建設課
会津美里町建設水道課
会津若松地方広域市町村圏整備組合用水供給課

取組名
(プロジェクト名)

広域連携によるソフト事業の共同発注の取組み
～衛星の画像解析技術を活用した管路診断業務～

抱えていた課題

・会津若松地方の水道用水供給事業を担う会津若松地方広域市町村圏整備組合(以下、｢整
備組合｣という。)と受水団体である１市２町(会津若松市、会津坂下町、会津美里町)は平
成30年度より改正水道法の施行を機に｢水道用水供給事業担当者会議｣(以下、「担当者会
議」という。)を構成し、令和３年度に｢水道技術連携交流事業｣を立ち上げ、令和４年度
には『水道事業の技術的な連携に関する基本協定書』(以下「基本協定」という。)を４事
業体で締結した。一般的な広域連携といえば、経営統合や事業・施設統合を思い浮かべる
が、担当者会議のあり方は「ソフト事業の連携」で、ソフト連携を主として取組んできた
担当者会議は「会津圏域モデル」として注目されている。
・今回の取組にあたっては各事業体で喫緊の共通課題の「有収率の向上」であり、その課
題解決策の検討さらに広域的な水道DXの展開としての検討も同時に行った。
・検討の結果、有収率の向上は水道事業経営の根幹であり、広域連携としての視点に立
ち、水道DXを進め、かつ、如何に予算と労力をかけずに漏水調査・管路診断ができないか
考えた結果、人工衛星の活用した業務の共同発注にたどり着いた。（※図１）

補助率 100%(2000万円を限度)

取組概要

・広域連携による衛星の画像解析技術を活用した管路診断業務委託の概要
【事業概要及び調査方法】（※図２）
(１)内容：人工衛星の画像解析技術を活用した管路状況の診断
(２)実施方法：基本協定・実施協定に基づく４事業体連携による実施
(３)契約延長：約1,214ｋｍ（４事業体合計。送配水管のみ）
(４)成果：衛星画像と解析情報をAI解析により漏水可能性エリア（POI）として可視化す
る。その後は各事業体の有収率対策へ活用。
(５)JAXAだいち２号を使用
　●人工衛星で特定エリアの画像を撮影(50km×70km)
　●人工衛星から電磁波(Lバンド電波帯)を照射
(６)　Lバンド電波帯の特性
　●地中2.5ｍ～3ｍまで電波が浸透
　●広範囲、昼夜、天候を問わず短時間で調査可能
　●水道水特有の反射特性(水の比誘電率)を活かし解析・診断
【調査結果】（※図３）
(１）衛星画像取得日：令和５年８月１９日
(２）総調査対象距離：約2,335km(最終的に送配水管＋給水管を対象した。)
(３）漏水可能性エリアの総数：４９３箇所

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名 総務省

補助など名称 過疎地域持続的発展支援交付金

補助など申請年月 西暦2023年　4月(予定の場合予定年月)
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑧

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
○今回の取組においては「業務委託合同打合せ」や「漏水調査合同研修会」さらに「業務
委託共同報告会」を開催し、連携した取組を重視し以下の効果に繋がった。
○デジタル技術による連携事業を柱とした合同打合せや研修の実施により漏水管理の共通
意識の向上・切磋琢磨力などが芽生えた。（広域連携を通じた技術力の共通化や人材育
成）（※図５）
○各事業体の管路状況を４事業体間で共有と管路を見える化するといった新しい取組やデ
ジタル技術を活用した維持管理方法を創出させるきっかけ作りに繋がった。（管路管理の
強化による水道システムの強靭化）

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
○本取組の事業スキームに関しては、広域連携事業の全国的モデル事例となるもので、広
域連携によるソフト業務の連携を検討する事業体にとっては参考となるものと考えられ
る。

［特にPRしたいポイント］
○衛星の調査範囲は広範であるため、複数の事業体の連携による共同実施が大きな効果に
繋がる。そのための実施スキームの設定は事業実施にあたり大変重要な要素となる。本取
組においてはその事業スキームを事業体が共同して設定し、経験のある事業体を中心にス
キ－ムの実施をすることで、取組のスムーズな履行に繋がった。
○広域連携の取組検討にあたり、水道事業に事例がなくとも、下水道事業などの他所管事
業へ視野を拡大し、その事例を積極的に活用することで、事業全体の迅速化に繋がった。
○会津坂下町、会津美里町においては総務省所管の交付金（過疎地域持続的発展支援交付
金）を活用し本取組を実施した。水道事業のみならず、過疎地域の地域課題解決と持続的
発展の推進に寄与した取組みであったといえる。

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点など
を踏まえてご記入くだ
さい。

【共同発注スキームの構築】（※図４）
・共同発注の実施スキームについては、４事業体が水道事業に関しての事例がなかったが
会津坂下町下水道事業において共同発注の経験があるとのことからそれを参考に担当者会
議で実施可能性の検討を重ね、１つの事業体を幹事とした事業の実施体制とし、各事業体
から審査委員を選出し公募型プロポーザル方式により共同で受託者を選定した。
・効果としては共同委託実施のための新たな組織を設置する必要が無く、複雑な事務手続
きも簡素化されることで、各事業体の水道事業運営の方針に基づき本業務の履行が可能と
なり、業務成果を各事業体の事業運営に反映しやすくなった。
【事業費の縮減】
・事業体が単独で発注するよりも、共同発注することで諸経費が軽減されることにより調
査費用の縮減につながった。今回の取組結果の一例として
　※会津若松市単独発注の場合の見積：12,133,000円（込）
　※連携発注による契約額：8,770,300円（込）　⇒　連携発注効果　▲3,362,700円
【各事業体における効果（抜粋）】
・会津美里町の調査成果として、衛星を活用することで漏水箇所の絞り込みが可能とな
り、人による音聴調査範囲を縮小でき、かつ、調査期間を大幅に短縮できたことが同町に
おける本取組の最大の効果であった。
　※音聴調査期間　例年:約５ヶ月　⇒　実質2.5ヶ月に短縮
　※音聴調査延長　例年:約150km　⇒　64.7kmに短縮(△85.3km)
・漏水箇所を発見後すぐに音聴調査員がスマートフォンで専用アプリに入力することで、
町担当者による現場把握(GPSによる位置情報、現場写真の添付等による)が容易となり、
デジタル技術の活用により管路修繕業務を素早く、集中的に実施できた。
・会津坂下町の調査成果として、各地区のPOIと第５次拡張事業により布設した管路を照
合した結果、高い割合で第５次拡張事業による管路の漏水可能性を示す結果となった。
・今後、漏水可能性を示すPOIにおいて、音聴調査を実施した場合、漏水発見率は高くな
るものと推察した。また、第５次拡張事業により布設された管路は「漏水リスク管路」と
認識することができ、効率的な更新等の基礎資料を整理することができた。
・会津若松市では、漏水調査以外の成果の活用事例として、令和２年度に実施したＡＩを
活用した管路劣化度診断結果と今回の調査結果を重畳することで、より早期に更新すべき
管路を見える化することができ、管路更新優先順位の絞り込みの成果が得られた。
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補助資料用紙

１．背景と目的

２．調査概要及び求める成果
※令和５年度 衛星画像解析による管路診断業務委託 共同成果報告会 配布資料を参照した。

※令和５年度 衛星画像解析による管路診断業務委託 共同成果報告会 配布資料を参照した。
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３．調査結果

※令和５年度 衛星画像解析による管路診断業務委託 共同成果報告会 配布資料を参照した。

※令和５年度 衛星画像解析による管路診断業務委託 共同成果報告会 配布資料を参照した。
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４．共同発注スキーム等について

５．その他の取組み

※令和５年度 衛星画像解析による管路診断業務委託 共同成果報告会 配布資料を参照した。

※令和５年度 衛星画像解析による管路診断業務委託 共同成果報告会 配布資料を参照した。
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６．新聞記事

水道産業新聞（一部）

令和６年３月２５日掲載

日本水道新聞

令和５年５月１１日掲
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国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑨

応募団体名 東京都水道局

取組名
(プロジェクト名)

水道工事でのＤＸ推進
～村山上貯水池堤体強化工事におけるICT技術の活用～

抱えていた課題

　少子・高齢化の進展に伴う技能労働者数の減少並びに熟練技能の喪失、依然と多
い建設現場の労働災害等、建設工事を取り巻く状況は厳しさを増している。
　特に建設産業においては、「一品受注生産」、「現地屋外生産」、「労働集約型
生産」などの特性があり、製造業等で進められてきた、ライン生産方式及び自動
化・ロボット化などの生産性向上策に取り組むことが困難であると考えられてき
た。
　ところが近年様々な分野でDXが急速に進められて来ており、建設分野においても
国交省が主体となり、i-constructionの取り組みによりDXの推進が図られてきてい
る。
　このため将来も継続して施設の新設や更新、耐震化を進めていく水道事業におい
て、DXによる更なる生産性の向上は喫緊の課題であり、調査・設計から施工・検
査、さらには維持管理・更新まで「ICT技術」を導入することによりプロセス全体
の最適化を図る必要があった。

補助率 　　　　　　　％

取組概要

　大正１３年に完成した村山上貯水池堤体の耐震性強化を図る「村山上貯水池堤体
強化工事」において、東京都水道局では初の「ICT活用工事」と位置づけ、堤体強
化の最重要工種である大規模「土工」に関して、以下に示す施工プロセスの各段階
においてICT技術を活用する取り組みを行った。

（１）３次元起工測量
　３次元点群データをもとに3次元測量を実施

（２）３次元設計データ作成
　３次元出来形管理を行うための３次元設計データを作成

（３）ICT建設機械による３次元施工
　衛星測位システム（GNSS）による高精度な位置情報を利用した測量機器や、ICT
建設機械を利用した重機操作の半自動化による施工
（４）３次元出来形管理等の施工管理
　位置情報と盛土転圧情報の一元化による品質管理、ドローン測量結果を利用した
出来形管理の実施
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑨

取り組みによる効果は以下のとおり。

（１）出来形管理業務の省力化
　土工事には付き物の丁張（ちょうはり）が不要となり、事前の現地測量作業を省
略することができた。また３次元施工データとドローンを用いた測量により、施工
土量の算出が自動的に行われ、出来形管理に要する時間と手間が大幅に縮減され
た。

（２）ヒューマンエラーによる施工不良リスクの削減と品質管理の効率化
　工法規定による盛土の締固め（本工事では転圧回数での規定）において、人手に
よるアナログ的な管理では防ぐことができない施工不良（転圧不足や過転圧、施工
ムラなどのヒューマンエラー）のリスクが削減できた。またリアルタイムでの転圧
状況がタブレットやＰＣで確認、データ保存できることで品質管理の効率化にもつ
ながった。

（３）難易度が高い重機操作技能の平準化
　従来であれば熟練工による慎重かつ精細な重機の操作技能が求められる土工作業
において、GNSSとICT重機の組み合わせによるガイダンス機能や半自動化機能によ
り、オペレーターの技量に関わらず正確に規定の土工作業を行うことが可能になっ
た。

（４）重機作業時の安全性向上
　施工時に重機周辺での測量や丁張設置作業が不要となったことで、人と重機との
接触災害、巻き込まれ災害の危険性を削減でき、現場の安全性向上につながった
（約4年間の工期で無事故・無災害を達成）。

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　課題となっていた生産性の向上だけでなく、安全性の向上に関しても、ICT施工
を活用することの効果が確認できた。またICT施工に関して国交省などによるマ
ニュアルの整備が進んでいること、ICT重機やGNSS機器も一般化になりつつあるこ
となどから、工事規模と施工環境等の条件が適合すれば他の事業においても実現は
可能である。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　現在のICT施工は、作業の効率化により工種単位（例えば土工）の生産性向上を
図ることを目的にしているが、ICTを適用する工種の拡大や、工種単位ではなく工
事全体の生産性向上を高める方針（「インフラ分野のDXアクションプラン」：2023
年8月改定）が国交省から打ち出されており、今後は大規模工事だけではなく中小
規模の水道工事へのICT施工の展開と汎用性の拡大が期待できる。

［特にPRしたいポイント］
　約100年前の大正時代に行われた村山上貯水池の堤体築造工事では、紙の設計図
をもとに人力や蒸気機関によって工事が行われていたが、令和における堤体強化工
事では、3次元の設計図をもとにICT重機やドローンを活用して工事を行った。この
100年の間の技術革新とDXにより、建設工事における生産性及び安全性の向上が実
現可能になった。

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえてご記入
ください。
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補助資料用紙

村山下貯水池堤体強化

平成20年完了

山口貯水池堤体強化

平成14年完了

村山上貯水池堤体強化

令和5年完了

表-1 堤体強化工事一覧表

図-1 村山・山口貯水池案内図

１ 堤体強化事業について

東京都水道局は、多摩川水系の水源施設として山口貯水池、村山上貯水池、

村山下貯水池及び小河内貯水池の４つの施設を管理している。このうち、耐震

性調査の結果、安全が確認されている小河内貯水池を除いた３つの貯水池につ

いて、平成10（1998）年から耐震性の向上を図るための堤体強化を進めてきた。
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図-3 村山上貯水池堤体断面図（強化工事後）

２ 村山上貯水池堤体強化について

・総掘削土量約14万m3、強化盛土量約21万m3の大規模な土工事

・堤体下流側にある既設抑え盛土（高さ約15m)をすべて掘削、撤去（図-2）

・その後強化盛土材（当局敷地内で採取した土と砕石等を混ぜたもの）を既設

抑え盛土の1.8倍（高さ約28m）まで盛り立てて耐震性を強化（図-3）

図-2 村山上貯水池堤体断面図（強化工事前）

当局初のICT活用工事として発注し、「既設抑え盛土の撤去」及び「強化盛土の盛り立

て」の大規模土工を対象に、３次元起工測量、３次元設計データ作成、ICT建設機械

（バックホウ、ブルドーザ、振動ローラなど）による３次元施工、３次元出来形管理など、
施工プロセスの各段階においてICT技術を活用
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３ ICT施工について
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図-4 従来の方法とICT施工との違い

図-5 ICT施工の流れ

① 3次元測量 ② 3次元設計データ作成

③ ICT重機による3次元施工 ④ ドローン測量による3次元出来形管理

55



図-5 ICT施工の流れ

４ 技術革新によるDX

人力が中心の堤体築造工事

盛土を締め固める蒸気式転圧機（ローラー）

ICT重機を使用した強化盛土工事

最新技術を搭載したICT振動ローラー

図-6 左：100年前の堤体築造工事 、右：ICTを活用した現代の堤体強化工事

図-7 運転席モニター画面の3次元情報に従って操作
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑩

応募団体名 川崎市上下水道局

取組名
(プロジェクト名) 大規模災害を見据えた取組について

抱えていた課題

〇復旧工作車の導入背景
　これまでの大規模な災害における当市から他都市への派遣等において、水道管の漏水
現場で修理機材等が不足し、復旧に時間を要したことがあった経験から、情報が錯綜す
る災害時等においても、断水・減水等を最小限に抑えるため、様々な状況にも対応可能
な機材等を搭載した緊急時用車両が求められていた。

〇水道技能スペシャリストの導入背景
　近年、各地で発災している大規模な災害や水道管の老朽化等による漏水事故に備え、
危機対応能力の維持・向上が求められており、危機事象に、迅速かつ的確に対応できる
能力を持った職員の確保が必要である。そのために、技能職員から特に高い技能を有す
る職員を水道技能スペシャリストとして任命し、災害時の対応強化及び技術技能の継承
を図ることとした。

補助率 　　　　　　　％

取組概要

　これら課題を解決するため、川崎市上下水道局では復旧工作車を導入し、水道技能ス
ペシャリスト制度を整備した。災害対応活動や防災訓練などにおいて、水道技能スペ
シャリストは復旧工作車を用いて貢献している。

〇復旧工作車の概要
　災害時等において、あらゆる状況にも対応可能な機材等を搭載した緊急時用車両とし
て、平成22年に復旧工作車を１台導入した。現在、３台の復旧工作車を保有している。
また、東日本大震災（平成23年）・熊本地震（平成28年）・令和元年台風19号・令和６
年能登半島地震などに派遣した。

〇水道技能スペシャリスト制度の概要
　水道技能スペシャリスト制度は平成22年から開始し、局職員の中から、水道管の配管
や漏水修理について、特に高い技能を有する職員を「水道技能スペシャリスト」として
認定し、危機対応能力の向上を図る制度を運用している。また、復旧工作車を用いて災
害復旧活動を行い、迅速かつ的確な復旧対応を実施し復旧支援の充実を図った。

〇令和６年能登半島地震における活動概要
　応急給水隊：令和６年１月３日から３月31日まで、石川県輪島市等
　　　　　　　水道技能スペシャリストなど局職員を派遣
　応急復旧隊：令和６年１月15日から令和６年５月１日まで、石川県輪島市等水道技能
スペシャリストなど局職員及び復旧工作車を派遣

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点など
を踏まえてご記入くだ
さい。

〇取組による効果
　令和６年度能登半島地震において、応急復旧隊として水道技能スペシャリストなど局
職員及び復旧工作車を派遣した。復旧工作車は必要な資機材を常に搭載していることか
ら、迅速かつ効果的な活動が可能であり、今回の地震においても送配水管、給水管の修
繕及び取替などの応急復旧活動に貢献した。

〇工夫した点（復旧工作車の特徴）
　トラック（バンボディ）、ワンボックス（蓄電池搭載）、ワンボックス（寒冷地適
応）の３台を保有している。
①多種多様な資機材を搭載
　　パイプ切断機・インパクトレンチ・溶接機　⇒　管路復旧工事に使用
　　分水栓穿孔機　　　　　　⇒　給水装置工事に使用
　　消火栓スタンド・ホース　⇒　管路洗浄作業に使用
②車内における作業スペースを確保し、軽作業が可能
③復旧工作車の設備
　・重い資機材も積めるパワーゲートを搭載
　・長距離移動を考慮し、オートマチック車
　・後方確認のためのバックアイカメラを設置
　・車内での作業のためにLED室内灯を設置し照度を向上
　・リチウムイオンバッテリー及びソーラーパネルを搭載することにより
    安定した電源を確保

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑩

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　川崎市上下水道局には一定数の技能職員が所属しており、通常時は水道施設の保守点
検、道路上の漏水調査・修理及び配管作業などを行い、必要な技術技能継承に努めてい
る。復旧工作車及び水道技能スペシャリスト制度を導入したことにより、大規模災害時
において迅速かつ効果的な災害復旧活動が可能となった。また、復旧工作車には、管路
復旧工事、給水装置工事及び管路洗浄作業において必要となる資機材を搭載しており、
管路復旧から漏水修理まで対応することが可能である。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　川崎市上下水道局では、水道技能スペシャリスト及び復旧工作車を確保しており、迅
速かつ効果的な災害対応が可能となった。
 技能職員の確保が難しい事業体においては、民間業務委託や建設業協会等の業界団体と
の協力体制が必要と考える。また、首都圏水道事業体支援事業をとおして、川崎市上下
水道局では水道技能スペシャリストを講師として派遣し、配管技能者のレベルアップに
よる危機対応能力の向上を支援することが出来る。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたいポ
イントを自由にご記載ください)
　令和６年能登半島地震に派遣した応急復旧隊は、配水管布設工事・仮設配管工・管路
洗浄作業及び漏水調査修理工事などこの一隊（土工事等、当市建設業協会と協力）によ
り、迅速かつ効果的な災害復旧活動を行うことができた。
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補助資料用紙

復旧工作車 １号車

復旧工作車及び水道技能スペシャリスト 活動状況

復旧工作車１，２号車

復旧工作車 ２号車

復旧工作車 ３号車
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漏水調査① 漏水調査②

仮設配管工①

仮設配管工②

配水管布設 給水装置工事
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑪

応募団体名 神奈川県企業庁

取組名
(プロジェクト名)

「公民連携かながわモデルの構築」と「水道事業における包括委託導入
の手引き」の作成

抱えていた課題

　神奈川県企業庁（以下「企業庁」という。）は、県内12市５町を給水区域とする神
奈川県水道事業と、箱根町の北部を給水区域とする神奈川県箱根地区水道事業の２つ
の事業認可を受け、約138万戸に末端給水を行う広域水道事業体である。
　平成25年の新水道ビジョンでは、官民連携の推進が重点的な方策として示され、水
道施設の包括委託的民間委託は、中小規模水道事業体で需要が多いにもかかわらず、
なかなか導入が進まなかった。
　そこで、神奈川県企業庁は、給水区域の一部である箱根地区水道事業の運営に係る
業務を包括的に委託することで、民間企業の水道事業運営に関する実績作りや民間ノ
ウハウの活用など、国内における公民連携モデルを構築する取組を開始した。

補助率 　　　　　　　％

取組概要

　将来に亘り安定的な事業運営を継続していくため、官民連携の手法の一つである包
括的民間委託に取り組むこととし、箱根地区の水道事業を包括的に民間企業に委託す
る「箱根地区水道事業包括委託」（以下「箱根包括委託」という。）を、平成26年４
月から開始した。
　「箱根包括委託」とは、民間活用の手法の一つとして、一般委託と水道法上の第三
者委託制度を組み合わせ、施設更新工事も含めた水道営業所業務のほぼすべてを委託
化するもので、第１期（平成26年度～平成30年度）、第２期（平成31年度～令和５年
度）を通じて民間企業が箱根包括委託によりサービス水準を維持しながら、運営でき
ていることを確認している。
令和６年度以降の第３期では、第１期第２期の事業期間を通じて明らかになった課題
を整理したうえで、事業期間を10年間に設定するとともに、事業期間後半５年分の施
設更新工事計画の原案作成を委託業務に含めるなど民間企業のノウハウの更なる活用
と発注者側の業務負担軽減を目的とした「公民連携かながわモデル」を確立した。な
お、企業庁では、確立された「公民連携かながわモデル」より第３期事業を実施して
いる。
　また、これまでの事業運営を通じて得られた知見をもとに、他の中小水道事業体が
抱える課題解決の一助となるよう、包括的民間委託の導入検討や公募資料の作成、モ
ニタリング方法などについてとりまとめた「水道事業における包括委託導入の手引
き」を作成し、ホームページへの掲載を行った。

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑪

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部）］
　「公民連携かながわモデル」の構築にあたっては、前例のないモデルであったため
本庁所属と出先機関で構成する検討会（財務、管理、料金、工事部門で構成。）を設
置し、主に業務要求水準の設定とモニタリング方法の見直しについて検討を行った。
　業務要求水準の設定については、官民の役割分担の整理を行い、更なる民間ノウハ
ウの活用が期待される施設更新工事計画の原案作成等を新たに業務として追加した。
　モニタリング方法の見直しに際しては、検討会に受注者を交えて毎月の定例会議後
に双方の立場から意見交換を行った。その結果、受発注者が別々に実施していたモニ
タリングを双方で評価・確認できる手法に変更するとともに効果測定を実施した。
　その結果、受発注者双方にとってより効率的なモニタリング方法が確立された。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　箱根包括委託において構築した「公民連携かながわモデル」により得られた知見を
もとに、「水道事業における包括委託導入の手引き」をとりまとめホームページに掲
載している。これは、包括委託導入の一般論だけではなく、具体的な事例紹介を含め
た内容となっており、中小規模水道事業体等が官民連携方式の導入を検討する際の一
助になることを期待している。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたい
ポイントを自由にご記載ください)
　箱根包括委託において構築した「公民連携かながわモデル」は、事業期間設定が10
年かつ性能発注をベースとして維持管理修繕、更新工事等を業務範囲に含むウォー
ターPPPの諸条件に類似する事例として全国に先駆けて事業を開始した、管理・更新一
体マネジメント方式の事業スキームである。
　当該モデルは、国の先進例としての紹介(水道事業における官民連携に関する手引
き)や包括委託の導入検討をしている自治体からの視察希望(累計90件以上)や各種照会
など水道事業において広く関心を集めている事例である。

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえてご記入
ください。

「公民連携かながわモデル」の構築と「水道事業における包括委託導入の手引き」作
成の効果

１ 「公民連携かながわモデル」構築に伴う発注者の負担軽減効果
　第１期、第２期の箱根包括委託を通じて、事業スキームにおけるいくつかの課題が
浮き彫りとなっていた。その主な課題が「事業期間」と「施設更新に係る役割分担」
である。第１期、第２期ともに設定していた５年間の事業期間では、大半が次期事業
の検討期間となり、施設更新工事計画の作成及び積算業務など本委託自体の発注業務
が発注者側の負担に繋がっていた。
　そこで、その反省を活かすとともに民間企業の更なるノウハウを活用することを目
的に、第３期の「公民連携かながわモデル」の本格運用の際は、事業期間を10年間に
設定するとともに、施設更新に係る役割分担として前半５年分を企業庁が作成し、後
半５年分の施設更新計画の原案作成及び積算業務の参考資料を受注者が作成すること
により、本委託自体の発注業務の負担が軽減されただけでなく、受注者が前半５年間
で箱根地区の施設・設備の状況を十分に把握することで、より実態に即した計画を作
成できる体制となった。

２　「水道事業における包括委託導入の手引き」作成による効果
　本手引きは、包括委託の導入を検討する事業体が導入可能性調査～事業開始後のモ
ニタリングの実施方法まで神奈川県企業庁の実体験に基づき作成された内容となって
いる。
　本手引きを通じて包括委託が全国に普及することで人材不足などの課題を抱える水
道事業体が民間活力を導入し、持続的な事業運営と安定給水の確保を実現可能とする
効果が期待できる。
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑫

応募団体名 習志野市企業局

取組名
(プロジェクト名)

持続可能な事業運営に向けた経営健全化の取組
～経営戦略の改定～

抱えていた課題

【収益的収支】
　令和４年度の有収水量は、節水意識の浸透や節水機器の普及などにより減少傾向と
なっており、給水収益のピークであった平成１８年度比で１０％減少しています。
　また、給水収益については、有収水量の減少に伴い減少傾向となっており、平成１
８年度をピークに１４％減少しています。そして、費用については、物価高騰や老朽
化した施設の更新により減価償却費の増加に伴い増加傾向にあります。（図-1参照）
【資本的支出】
　令和４年度末現在における耐震化率は、浄水施設０％、配水池81.6％、基幹的な水
道管路の耐震適合率が59.9％となっており、これら全ての耐震化等を図るため、令和
６年度から40年間の資本的支出は865億円が見込まれ、そのための財源確保が必要で
す。（図-2参照）
【損益】
　令和６年度以降、経営健全化の取組をしなければ、終始赤字が継続する見通しで
す。（図-3参照）

補助率 　　　　　　　％

取組概要

・令和元年度に第１次となる経営戦略（計画期間：R2～R11）を策定。
・令和５年度に第２次経営戦略（計画期間：R6～R15）を策定。
・第１次策定時に認識した課題に取り組むため令和２年度に、第２次経営戦略策定
（見直し）のための組織を編成（図-4参照）
・検討組織は、部長、次長及び課長で編成した「経営戦略推進委員会」を設置。
　その下部組織として、係長で編成した「組織・定員検討部会」（定員適正化・ICT活
用等を検討）及び「施設・管路検討部会」（ダウンサイジング等を検討）を設置。
　さらに施設のダウンサイジング等を検討するに当たり、専門的な知見を有する職員
で編成した「施設適正化ワーキンググループ」を設置しました。
・本市では、公営企業として水道事業のほか、ガス事業及び下水道事業を運営してい
るため、ガス施設のダウンサイジングや下水道の広域化についても併せて検討しまし
た。
・ダウンサイジングの検討に当たり、将来（40年後）の給水人口を時系列傾向分析に
より推計（図-5参照）し、給水人口を基に有収水量及び配水量を推計（図-6参照）
し、それに必要な施設規模を検討しました。
・ダウンサイジングの検討により、資本的支出及び減価償却費の縮減を図ることがで
きたものの、損益は依然として赤字が継続する見通しとなった（図-7参照）ため、料
金改定を検討。
・料金改定の検討に当たり、投資財政計画に用いた費用を総括原価計算の基礎とし、
資産維持費は適切に３％を計上することとしました。その結果、改定率が41.2％と大
きくなるため２段階の改定を見込みました（図-8参照）。

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑫

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・経営戦略において、カーボンニュートラルに向けた取組として、水道事業では民間
事業者のノウハウを活用したPPAを検討することとしています。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・総務省は、経営戦略の見直しを3～5年ごとに実施することとし、また、水道法では
収支試算及び料金の妥当性を3～5年ごとに検証することと規定されていることから、
本市においては、水道事業、ガス事業及び下水道事業の経営戦略を4年ごとに見直すこ
ととしております。
　経営戦略の見直しに当たっては、投資財政計画の策定を要し、投資財政計画には将
来の費用を試算することとなります。その費用の試算結果を基に料金の総括原価を試
算することにより、事務の合理化を図るとともに、適切に料金の見直しを実施するこ
とができます。

［特にPRしたいポイント］
・本市では、費用削減を図るため経営戦略の策定に関し、一切コンサルタント等に委
託することなく全てを職員が検討し作成しています。水道事業のみならずガス事業及
び下水道事業についても同様で、担当した職員らがこれまで日々の研鑽により料金改
定やダウンサイジングなどの経営健全化の取組や経営計画策定に関するノウハウを蓄
積してきたこと及び職員一人ひとりが高い意識を持って取り組むことで実現できたも
のです。
・表紙デザインについて、スタイリッシュなデザインとすることで職員のモチベー
ション向上及び就活生などが本市への就業意欲を高め人材確保を目的としておりま
す。（図-9参照）

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえてご記入
ください。

◆ダウンサイジングの検討
　・浄水施設　　　　　　２か所⇒１か所　（統合）
　・給水場（配水施設）　３か所⇒２か所　（１か所廃止）
　・効果額　資本的支出＝約38億円削減

◆料金改定の検討
　・計画期間における収支均衡及び将来の施設更新財源等の確保

◆投資財政計画
　・40年間の投資財政計画を作成
　・投資財政計画に併せて、経常収支比率などの経営指標（40年分）を併記すること
で、将来における経営状況の「見える化」を図りました。
　・投資財政計画の算出根拠を詳細に表記し、デフレターは、工事、物品及び人件費
の3種に分けその率及び根拠を表記。

◆原価計算表
　・料金改定の必要性及び妥当性を示すため、原価計算表を表記。
　・原価計算表は、料金改定しなかった場合及び料金改定した場合をそれぞれ表記
し、アカウンタビリティーを果たすものとしました。
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補助資料用紙

　　　　　　　　図-1　有収水量・給水収益・営業費用の推移（H18～R4)
　有収水量が令和２年度に一旦増加しているのは、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、
家庭における在宅時間が増加したことによるものと考えられます。

　　　　　　　　　　図-2　資本的支出の推移（R6～R45)

　　　　　　　　　図-3　収益的収支・純損益の推移（R6～R45)

68



　　　　　　　　　　図-4　経営戦略改定のための組織体制

　

　　　　　　　　　　　　　　　図-5　給水人口の推計

　　　　　　　　　　　図-6　有収水量・給水収益の見通し

組織・定員検討部会

経営会議

習志野市経営戦略推進委員会

施設・管路検討部会

施設適正化ワーキンググループ
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　　　　　　図-7　収益的収支・純損益の推移（施設の統廃合検討・料金改定未検討）
　

　　　　　　図-8　収益的収支・純損益の推移（施設の統廃合検討・料金改定検討）
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図-9　経営戦略表紙（３事業）
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国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

抱えていた課題

 現在、本市の検針員は２８名おり、平均年齢は約６５歳で、そのうち６０歳以上が
１４名と半数を占めている。このことから、検針員の高齢化とともに、近年の労働人
口減少やなり手不足等の影響で今後、安定した検針業務が困難になることが想定され
る。将来的にはスマートメーターの導入を目指しているが、普及までにはかなりの時
間を要することから、今回の事業は検針員および委託費の削減が目的ではなく、検針
員不足を補いつつ、未来に向けた持続可能で安定した検針業務の継続を図ることとし
た。

取組概要

　アプリによる検針はスマートフォンのカメラでメーターを撮影し、ＯＣＲ機能を利
用しメーター値をデジタル化して、データセンターへ送信できます。本アプリを利用
するには、アプリをダウンロードしメールアドレスなど必要情報を登録し、検針自体
はアプリを開いて２～３分程度で完了します。令和６年２月に試作版水道検針アプリ
を構築、令和６年３月から市職員４５名による実証実験がスタートしています。令和
６年度には使用水量や漏水の恐れ及び使用料等をWEB上で検索できるシステムも構築
する予定であり、これにより段階的に検針票の廃止やアプリ内に「オンライン決済シ
ステム」の機能を搭載し、納付書の送付も将来全廃していく想定である。当アプリの
開発で水道ＤＸの推進を加速させ、課題解決を図っていきます。市民参加型の水道ア
プリ検針の本格運用は令和7年度を目指します。

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

　今回の検針方法を通して、市としては地域コミュニティの活性化や市民全体のデジ
タル意識向上にも貢献できる。実証を積む中でこの仕組みの新たな付加価値に気が付
くこともできると考えているので、新しい検針業務の選択肢として「足利モデル」を
構築していく。
　従来の検針員による検針やスマートメーターによる自動検針、そしてアプリによる
市民参加型の検針と選択肢を増やし、それぞれの特徴に合った検針方法を選択するこ
とで、持続可能な検針業務が実現できる。
　また、水道事業の基盤強化を図っていくうえでＤＸを活用した事業の取組を通して
様々な可能性があることを学び、今後の事業に繋げていくきっかけとなっている。

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑬

応募団体名 足利市上下水道部

取組名
(プロジェクト名) 検針システム等を備えた水道アプリの開発

補助など名称

補助率

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑬

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　これまで当たり前の業務を当たり前に取り組んできた水道事業ですが、「新しい取
組みにも挑戦している」ことを市役所内外に発信したことで注目が集まり、結果的に
部内の士気も高まっている。
　この取組はこれまでになかった「新しいあり方」へのチャレンジであることから、
本格実装を進める上では一筋縄ではいかない課題があります。市民参加型であること
から参加される市民の満足度も得られる最適解でなければならない点など地道に一つ
一つ課題解決に取り組んでいる。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
 誰でも「やってみようかな」、と思えるようにスマートフォンがあればアプリをダ
ウンロードしてすぐに検針することができる仕組みを構築。一過性の取組みではな
く、水道事業者が効率化を図るだけでなく、利用する市民のＵＸ（ユーザーエクスペ
リエンス、ユーザー体験）を高めていく必要がある。市民の意識が「やってよかっ
た」から、「やって当たり前」に自然と変容していく仕掛けづくりを今後の実証実験
などの結果なども踏まえて部で検討していく。
　また、本市と同様な課題を抱えている他自治体や企業体もあると思います。本取組
が本市のみに留まらず他自治体や企業体の課題に少しでもお役にたてるのであれば幸
いである。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載ください)
　市民参加型の検針アプリ開発のため、使いやすさや正確性の向上を図るため、画面
の文字表記や機能の利便性などについて何度も何度も打ち合わせや実証を繰り返し精
度向上に努めている。
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑭

応募団体名 豊橋市上下水道局

取組名
(プロジェクト名)

窓口ＤＸの推進
～ついに来た！行かない、書かない、待たない、スマート窓口～

抱えていた課題

●窓口の混雑解消と申請届出の効率化

・書類の作成や修正のため何度も来局する方や、書類提出のためだけに来局する方
がいた

・窓口で書類を作成する方が多く、職員の対応時間、またお客様の待ち時間が長期
化していた

・感染症対策のため業者やお客様の来局回数を減らしたい

補助率 　　　　　　　％

取組概要

●デジタル技術を活用した窓口改革

①電子申請届届出システムを活用して給排水工事申請をはじめとした各種申請、届
出を電子化
・電子化できるものはすべて電子化（契約等来局が必須なものは電子化できず）
・来局せずとも申請・届出・書類の修正が可能
・利用者（工事店、不動産会社、その他一般市民）の費用負担は通信費のみ
・豊橋市で導入しているシステムを活用したため上下水道局としての費用無し

②ＲＰＡを導入して電子申請特有の新たに発生した作業を省力化
・ＲＰＡ：パソコン上の作業を人間の代わりにおこなうソフトウェア
・電子申請届出システムからのデータ出力等の作業を自動化

③電子申請届出システムを活用した「代理入力」のサービスを導入
・RPA導入により生まれた余力を活かし新たなお客様サービスの創出
　1.お客様から届出に必要な情報を聞き取り
　2.聞き取り内容をタブレット端末を利用し電子申請届出システムに職員が入力
　3.入力した内容をお客様に確認して問題がなければ届出
　4.電子申請を利用すれば家や会社からでも申請、届出が可能なことを案内

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)
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PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・電子申請はお客様と上下水道局双方にメリットがあるが職員の手間が増える
　デメリットがある

・電子申請のデメリットをＲＰＡにより解決することでお客様と上下水道局双方
　にとってメリットがある仕組みにできた

・日々の業務で電子申請やＲＰＡを扱うため職員のITリテラシーが向上

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・各自治体が導入している汎用的な電子申請システムを活用しているため横展開
　が可能（近隣自治体に対して説明会や勉強会を実施し導入を支援）

・実際に近隣の自治体が電子申請届出システムを活用した電子申請を導入

・近隣の自治体が同じシステムを使用することで複数の自治体で申請、届出をする
　業者は新たに操作を新たに覚える必要や登録をする必要がない

［特にPRしたいポイント］
・お客様と上下水道局双方にメリットのある事業にできた
・窓口業務にかかる時間とコストの削減に貢献
・窓口におけるお客様や業者への負担軽減
・豊橋市役所において一年間の業務改善の優秀事例を競う大会でグランプリを受賞
・ＤＸの推進を図ることができた

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえてご記入
ください。

①電子申請
・電子申請の導入により書類の不備が減った
　（記入漏れ等があると受け付けない仕様）

・電子申請を導入する際に、指定給水装置工事事業者を対象に説明会を実施
  したが、電子機器の操作が苦手な方には個別説明をすることで苦手意識を払拭

・しゅん工図をＧＩＳに登録する作業をおこなう際に、図面を読み込む必要が
  なくなり作業を省力化

・加入金、手数料の計算が自動化されたため職員が計算する手間が削減
　（同時にヒューマンエラーのリスクも排除）

・愛知県内の自治体で共同発注している汎用的な電子申請届出システムを利用した
ため開発が不要に（開発費2000万円　運用費170万円/年　削減の見積もり）

②ＲＰＡ
・ＲＰＡを活用することで人間より高速、正確な作業が可能(年間2200時間の削減)

・ＲＰＡを電子申請以外にも活用することで業務の効率化
（電子申請以外の18業務にＲＰＡを導入）

③代理入力
・お客様が不慣れな書類を作成する必要がなくなった
・窓口での対応時間の削減（161時間/年）

・ハウスメーカー、不動産会社など、書類を定期的に作成する方に「代理入力」を
しながら電子申請の案内ができ電子化率が向上（当該届出の電子化率が2倍に）

その他
・電子申請により紙の使用量が減少
・書類提出のために来局する必要がなくなり化石燃料の消費量減
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補助資料用紙

電子申請による給排水工事申請

申請書提出

審査

再提出

受理 納付書発行

市納金支払い

公金確認

着工

電子申請

来局不要
電子申請

来局不要
来局

メール通知

(電子申請)

工事店

上下水道局

申請書提出

審査

再提出

受理 納付書発行

市納金支払い

公金確認

着工

来局 来局 来局

工事店

上下水道局

紙申請による給排水工事申請

紙申請と電子申請の違い
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上下水道局

①紙の申請書
・記入する内容が多い

・記入漏れのまま提出されることも多

い

・給水工事のみもしくは排水工事のみ

の場合には記入不要な欄がある

②電子申請の画面
・一問一答形式で必要事項を入力

・入力が不要な欄は自動で非表示に

・入力漏れがあると申請できない

③電子申請の申請書
・電子申請届出システムに入力され

たデータを表示（Excel）

・加入金、手数料は関数を利用して

自動計算

①

② ③
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お客様:

あいち電子申

請届出システ

ム:

申請書提出

審査

図面修正

提出

納付書発行

手数料等支払い

公金確認

着工

上下水道局: 受付

通知

出力 受付

オンライン

TELにて

修正指示

RPAを導入した作業（例：給排水工事申請の電子申請）

メール通知

台帳入力

RPA化

電子申請により発生した作業を

RPAにより自動化

凡例
電子申請により発生した作業のほか

通常業務についてもRPAにより自動化

その場で届出完了

代理入力を開始した際の掲示物
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国・地方公共団体これに準
じる機関等からの補助・助
成など

該 当
該当(予定含む)の場合

補助・助成などの
情報をご記入ください

補助など団体名 内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

補助など名称 デジタル田園都市国家構想交付金

補助など申請年月 西暦2023年2月(予定の場合予定年月)

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑮

応募団体名 豊田市上下水道局

取組名
(プロジェクト名)

申請窓口スマート化
～事務改善から始めるＤＸ～

抱えていた課題

１　事務手間のかかる水道管埋設確認（令和２年度実績）
（１）電力会社の場合
　ア　申請件数：３１１件／年　職員作業時間：２７時間／年　紙：７５４枚
　イ　電柱敷設に伴う埋設管の確認のため、ＦＡＸによる書面申請で、多い時には１日
　　２０件程申請があった。申請箇所の配管平面図を紙で印刷後、回答をＦＡＸで行っ
　　ており、この事務に多大な労力を費やしていた。
（２）ガス会社の場合
　ア　申請件数：２２０件／年　職員作業時間：２３時間／年　紙：６５５枚
　イ　ガス管敷設に伴う埋設管の位置、深さ等の詳細確認のため、ガス会社が来庁し、
　　職員が指定された工事エリアの全ての配管平面図のほか、配管詳細図面を印刷して
　　手渡していた。配管詳細図の枚数自体が多く、また、その場で準備するため、窓口
　　で待たせることが多かった。（最大１時間程度）

２　待ち時間の長い窓口での埋設確認
　指定工事事業者が、給水装置の新設、改造等の工事を行う場合、水道管の埋設位置　を
確認するためだけに必ず来庁しなければならない。セキュリティ及び予算の関係上、窓口
には、業者専用ＰＣが１台しか設置していないため、待ち時間が最大１時間程度になる場
合もあった。

３　各種マップの見た目がバラバラ
　凍結注意マップ、下水道管配管情報、内水浸水想定図は別々の業者が作成していたた
め、マップごとに見た目が違い、市民にとって見にくい状況になっていた。
　

補助率 50%

取組概要

　申請窓口業務における現状の課題を解決し、事業者等へのサービスの向上を図るととも
に、職員の事務削減に繋がる、「申請窓口スマート化」の実現に段階的に取組んだ。

Ｓｔｅｐ１　事務改善の取組（令和３年度～令和４年度）
（１）水道管埋設データ（ＤＶＤ）の貸与
　ア　電力会社、ガス会社にヒアリングを実施し、各社の状況を把握
　イ　各社の利用状況を考慮して、水道管埋設データを加工、ＤＶＤ化を実施
　ウ　各社からの利用申請書の提出後、審査を経てＤＶＤを貸与
　エ　利用申請書には、セキュリティ対策として、注意事項を明記
（２）配管詳細図のメールでの事前予約による窓口交付
　ア　ガス会社からの配管詳細図の依頼は、すべてメールによる事前予約とした。
　イ　窓口にガス会社専用の棚を設け、来庁日に合わせて、配管詳細図を準備する方式に
ルール化

Ｓｔｅｐ２　管路情報等ＷＥＢ閲覧システムの導入（令和５年度）
　　配管詳細図の窓口での交付を改善するため、水道管の配管平面図及び詳細図を地図上
で表示、ダウンロードできる管路情報等ＷＥＢ閲覧システム（以下、「システム」　とい
う。）を構築した。ただし、セキュリティ対策、テロ対策の観点から利用者は指定工事店
業者、電力会社、ガス会社に限定した。

Ｓｔｅｐ３　各種マップの一元管理及び見た目の統一化（令和５年度）
　　今までバラバラで管理していた凍結注意マップ、下水道管配管情報、内水浸水想定図
をシステムに集約し、見た目を統一化した。
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑮

１　水道管埋設データ（ＤＶＤ）の貸与による永続的な削減効果（令和４年度実績）
（１）電力会社によるＦＡＸによる申請は、５件／年になった。
　　　　申請件数削減：３０６件　削減時間：２７時間　紙の削減：７４４枚
（２）ＤＶＤ貸与時に、同時に下水道情報も付与したため、電力会社による下水道管路
　　情報に対するＦＡＸによる申請も０件になった。
　　　　申請件数削減：２１４件　削減時間：１８時間　紙の削減：５２０枚
（３）ガス会社の緊急工事に関する緊急埋設確認申請が削減（７０件／年）
　
２　配管詳細図のメールでの事前予約による職員の負担軽減効果
（１）職員が空いた時間に準備ができることによる心理的負担が軽減できた。
（２）ガス会社が、申請時に配管平面図上の配管詳細図番号を記載することで、正しい
　　配管詳細図を出力することが可能となった。

３　システム構築による効果
（１）ＤＶＤ作成業務が削減できた。（５時間／１０社分）
（２）システム利用者登録数は、９７社（令和６年４月末現在）で、給排水申請窓口での
待ち時間の削減が期待できる。

４　各種マップの一元管理及び見た目の統一化による効果
（１）各種マップを一元管理したことで、マップ更新の漏れなどの事務ミスの防止及び
　　システム運用が容易になった。
（２）各マップの見た目を統一化したことで、市民にとってわかりやすく見やすいマップ
にすることができた。

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・電力会社、ガス会社からのＦＡＸ等での依頼は、従来からのやり方を踏襲していたが、
職員のこの事務に対する改善意識の高まりにより、職員の知恵を出し合った結果、改善の
取組（Ｓｔｅｐ１）では、ほぼコスト０（ＤＶＤ代のみ）で実現できた。
・水道管埋設データ（ＤＶＤ）の電力会社、ガス会社への貸与については、同様の課題を
抱えていた下水道維持管理関係課と調整を図り、下水道管路情報も付与した。これによ
り、下水道の埋設確認事務の軽減にも繋がった。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・水道管埋設確認事務の軽減は、全国の水道事業体共通の課題である。
・利用者を電力会社、ガス会社に限定した上で、ＤＶＤを貸与することは、コスト面、セ
キュリティ対策からして、水道事業体単独でも容易に取り組める事例である。
・まずは、コストをかけず事務改善から着手し、効果を検証後、必要に応じてシステム導
入を検討すべきである。また、申請窓口スマート化は、全国共通の課題であるため、シス
テムを他市町と共同で導入するなど広域化を図る事で調達コストの低減が図られると考え
る。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたいポ
イントを自由にご記載ください)

・ＤＸは、デジタル化が目的ではない。問題課題を分析しニーズにあった事務改善が必要
である。従って、システムを導入すれば問題課題が解決すると安易に考えるのではなく、
今回の取組のように簡易な方法で効果を検証したうえで、必要に応じてデジタル化を図る
事が重要であると考える。

・今回導入したシステムは、災害時の受援体制におけるツールとして活用する事ができ
る。受援者は、スマホ等で容易に管路情報の確認ができるため、漏水調査や修繕が円滑に
進められる。更には、給水ポイントやナビ機能等を付加する事で、市民への応急給水活動
も円滑に実施できる。これらの事は能登半島地震への職員派遣で得た知見から発案するこ
とができた。

・運用のリスク管理として、システム及びデータサーバーは本市とは別の箇所（東日本地
域）に設置しており、南海トラフ地震における本市サーバー被災時においても、インター
ネット環境があれば管路データ閲覧が可能なため、復旧作業に支障なく対応可能である。
（データの冗長化）

・平常時から職員などシステム利用者には、ＩＤとパスワードを発行するため、インター
ネット環境があれば場所を問わずにシステム利用が可能である。従って、通常時（入替工
事、修繕工事）、災害時（地震、風水害）、緊急時（漏水、破損事故など）に、迅速な情
報取得が可能となり、現場における的確な対応が可能となる。

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点など
を踏まえてご記入くだ
さい。
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補助資料用紙

※変更前（電力会社の場合）

１　電力会社から上下水道局へのＦＡＸ依頼表

２　上下水道局から電力会社へＦＡＸで回答
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申請件数 対応時間 申請件数 対応時間

変更前 318 292 24 19 3 754

変更後 5 5 0.4 0 0 5

増減 -313 -287 -24 -19 -3 -749

申請件数 対応時間 申請件数 対応時間

変更前 183 169 14 51 9 655

変更後 146 115 10 88 15 1,155

増減 -37 -54 -4 37 6 500

※水道管路情報ＷＥＢ閲覧システムの具体的な流れ

〇注意事項
　平面図対応時間は、5分/件、詳細
図対応時間は、10分/件で算定

※ガス会社の場合、工事個所の増大
による詳細図の申請件数が増大し
た。

ガス会社 来庁(件)
平面図 詳細図※

印刷(枚)

●削減詳細

電力会社 来庁(件)
平面図 詳細図

印刷(枚)

※変更後（ＤＶＤによるデータ提供）

【　データ利用者　遵守事項　】

　した段階で、埋設物確認に対応したこととします。

　　ただし、「上下水道施設情報データ」は、あくまでも参考資料となりますので、管路の

　埋設位置等については、必ず現地で確認してください。必要に応じて、試掘の実施、

　立会依頼等を行ってください。

　　豊田市上下水道局は、申請者が「上下水道施設情報データ借用許可書」を受理

　　緊急時以外の窓口での各種資料請求及びFAXでの請求には対応しませんので、

　ご了承ください。

４　留意事項（上水道のみ）

（１）宅地内の配管（給水管の位置、口径、管種等）は、個人情報に該当する

　　　ため、所有者に確認してください。（電話等での対応はできません。）

（２）配水管の口径、管種については、凡例で確認してください。

（３）配水管の出幅、深さ等が知りたい場合は、受領希望日の３営業日前までに、

　　　「上水道竣工図出力申請書」をメールで提出してください。

　　　に連絡してください。

１　申請者の責務

　　申請者は、【　データ利用者　遵守事項　】を、データ利用者全員に配布し、周知

　してください。

２　埋設物確認依頼について

３　データの利用等について

（１）データの利用は、借用申請書に記載されたデータ利用者に限ります。

（２）データの更新（最新データへの差し替え）は、確実に行ってください。

　　　また、データ更新時等に不具合が生じた場合は、申請者から豊田市上下水道局

①指定工事店等が豊田市上下水道

局へあいち電子申請システムを利

用して、申請書を提出

②指定工事店等へＩＤ、パスワー

ドを発行する。

③指定工事店等がＩＤ、パスワー

ドでシステムへログインし、該当

箇所の水道管の埋設情報等の資料

を閲覧、出力する。

WEBサーバー

指定工事店等

ログイン後、該当箇所を検索、確認

リアルタイムでデータ受理

豊田市上下水道局

ID、PW

発行

利用

申請

令和 4 年 3 月 1 日

⑥ＤＤＤＤ株式会社　○○事務所

⑦ＥＥＥＥ　○○事務所

　※データ利用者は、社名及び部署名まで記入してください。

データ

利用者

期間終了

後処理
　申請者によるデータ消去

～ 令和 4 年

⑤株式会社ＣＣＣＣ　○○事務所

①△△△△株式会社　□□部　□□課

②△△△△株式会社　三河センター　◆◆課

③株式会社ＡＡＡＡ　○○事務所

④株式会社ＢＢＢＢ　○○事務所

　下記のとおり　データの借用　を申請します。

記

借用

理由
　豊田市との申し合わせ等による依頼

借用予

定期間
令和 4 年 4 月 9 月 30 日1 日

名　称 △△△△株式会社　□□部

代表者 ○○　○○

連絡先 052-1234-5678

上下水道施設情報　データ借用申請書（記入例）

豊田市事業管理者　様

申請者 住　所 ▼▼▼市▲▲▲区▽▽町△△番
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国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑯

応募団体名 浜松市上下水道部

取組名
(プロジェクト名) 浄水場見学VRサイト

抱えていた課題

【職員側の課題】
・社会科見学以外の見学希望者が少なかった。
・時間の都合で説明できる事項が限定されていた。
・見学中に見学者の安全確保と浄水場の保安をする必要があった。
・見学の都度職員を割かれていた。
・悪天候での対応の変更など
【見学者側の課題】
・従来から浄水場までの距離などの都合で、浄水場見学を実施できない学校があっ
た。
・感染症等の都合で見学できない生徒がいた。
【共通する課題】
・見学の依頼や日程調整等の手間があった。
・コロナ禍で浄水場見学ができなかった。

補助率 　　　　　　　％

取組概要

・小学校で貸与されるタブレットからでもアクセスできる見学サイトを開設した。
・施設見学の内容をオンラインで閲覧できるコンテンツを作成した。
・現地に見学に来た人でも新しい振り返りだけでなく新しい発見も得られるコンテ
ンツを作成した。
・一部施設を360度動画で見渡せるようにし、現地見学に近い体験を可能にした。
・安全上の理由で立ち入れない施設内部をクリックで移動しながら見渡せるコンテ
ンツを作成した。
・浄水場の広さに楽しみながら触れることができるゲーム調で小学生が興味を持ち
やすいアトラクティブなコンテンツを作成した。
・家庭での対話のきっかけになるような、高画質のドローン撮影映像など、大人で
も楽しめるコンテンツを作成した。
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑯

【職員側の効果】
・学校以外の見学を気軽にPRできるようになった。
・見学時の説明以上の内容を掲載でき、案内する職員間の品質の差が少なくなっ
た。
・VRと併用することで、見学者の安全確保がしやすくなった。
・職員が案内以外の業務に時間を使えるようになった。
【見学者側の効果】
・見学を実施できなかった学校や、都合により見学できなかった生徒でも施設見学
を体験できるようになった。
【共通する効果】
・見学の依頼や日程調整等の業務が減少した。
・感染症等の流行があっても、見学の機会を提供できるようになかった。

・距離や時間、感染症等の事情で見学に来られない生徒にも浄水場について学ぶ機
会を作ることができた。
・子供になじみやすいコンテンツデザインで、遊び感覚で楽しく学べるようになっ
た、
・安全上の都合で立入できないエリアについても別途コンテンツを作成すること
で、実際に見学に来た人でも別の角度から施設見学が可能になった。
・解説対応する職員の負担を軽減できた。
・大人も楽しめるコンテンツで、一般向けにもPRできるようになった。

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・感染症の流行があっても施設見学が実施できるようになり、強靭性が強化され
た。
・新任職員にもVRサイトを活用した均一な教育ができるようになり人材力の強化に
つながった。
・見学の依頼や日程調整等の業務が減少し、他の業務へ時間を使うことができるよ
うになり、組織体制の強化につながった。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・浄水場見学を希望する学校、生徒だけでなく一般の市民にとっても選択肢と接点
が増え、受け入れる浄水場にとっても負担軽減と啓発活動を両立できる解決策とな
る。処理方式が共通している浄水場であれば、本サイトをそのまま活用できる。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRし
たいポイントを自由にご記載ください)
デジタルを活用した新しい施設見学の選択肢であり、いつでも見学体験が可能にな
り、普段立ち入れないエリアも見学できるようになった。

取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえてご記入
ください。
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補助資料用紙

◀通常の見学コース通りに進む見

学ツアー。

VRでは歩く必要がないため、従来

の半分程度の時間で見学できる。

自分のペースでボタンを押して▶

進められる。

◀施設間の移動はジェットコース

ターのような疾走感のあるVR動画。

位置関係を把握しながら飽きずに

視聴を続けられる。

https://ohara-vr.city.hamamatsu.shizuoka.jp/

▲VRサイト「バーチャル大原浄水場」のトップ

ページ。バーチャル空間と清澄な水をイメージし

た。
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個別の施設の説明を見ることがで

きる「バーチャル体験ＭＡＰ」。

見学後のフォローアップ学習など

に適している。▼▶

◀▼安全上の理由で見学時には立

ち入れない脱水機棟内を

MatterPortを活用して自由に動い

て探検できる。

▼同じく迷路のような地下管廊を

体験できるMatterPort。探検感覚

で施設の広さを体感できる。
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地下配水池と配水池地上をダイナ

ミックに動いて、広さを実感でき

るＣＧ動画コンテンツ。

トロッコやドローンなど子供が親

しみやすいアプローチで関心を引

き出す。▼▶

◀Youtube360°を用いた360°動画。

カメラ位置が固定されているため

酔いにくく、視点を全方向自由に

動かせる。

ＶＲゴーグルやジャイロ機能付き

スマートフォンに対応しており、

動きに合わせて視野が変化して、

高いユーザーエクスペリエンスを

実現している。
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◀▲大人でも楽しめる洗練された

高画質の動画コンテンツ。

自然豊かな立地やシステマティッ

クな機械の動きを”魅せる”。

大人向けのストーリータイプの▶

MatterPort。

沈殿池の排泥弁等の管理区域の探

索を、探偵ミステリー調で楽しめ

る。

92



令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑰

応募団体名 金沢市企業局

取組名
(プロジェクト名)

水道情報活用システムを利用した「上水道・工業用水道統合」浄・配
水施設監視制御装置導入事業

抱えていた課題

１．監視制御装置の更新時期到来
　・上水道　　　2001年設置（事業開始時の経過年数20年）
　・工業用水道　1997年設置（事業開始時の経過年数24年）
　
２．更新費用の抑制
　・ベンダーロック等に起因する更新費用の高止まり
　　※既設装置導入費用　2,000百万円

補助率 １／３

取組概要

１．水道情報活用システムの利用（オンプレミスからクラウドへの転換）
　・クラウド上にデータを蓄積
　・監視、帳票管理、水量管理、漏水検知の各機能について、専用サーバー
　　を設置することなくアプリケーション化

２．上水道と工業用水道の監視制御装置を統合
　・一体運用により業務を効率化
　・システム統合により更新費用を抑制

３．交付金の活用
　・水道事業におけるIoT活用推進モデル事業として交付金を活用
　　（補助率1/3）

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえてご記入
ください。

１．コストの削減
（１）水道情報活用システム利用による更新費用の削減
　・更新費用実績　1,800百万円（既設導入費用比▲10％）
　・交付金の活用　IoT活用推進モデル事業（補助率1/3）
（２）端末の汎用化によるイニシャルコストの抑制
　・監視操作・需要予測機能のクラウドアプリ化により専用端末を不要化
　・汎用端末の使用により監視操作端末の費用が大幅に低減
（３）サーバー機器廃止による省スペース＆省電力
　・サーバー機器廃止により省スペース化を実現
　・事務スペース見直しにより浄水場管理棟の使用電力量を７割超低減

２．業務の効率化
（１）監視操作の利便性向上
　・クラウドアプリ化により、端末の機種や場所を選ばず、必要な場面で
　　リアルタイムに監視操作が可能に
（２）職員の負担低減
　・作業現場でのタブレット端末を利用した監視操作実施により、作業者
　　及び運転員の時間的負担を低減
　・遠隔からのベテラン職員によるバックアップ監視実施により、運転員
　　及び作業者の経験不足に起因するリスクを最少化

３．災害対応力の向上
　・企業局災害対策本部等の別拠点における情報共有が円滑化

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名 厚生労働省医薬・生活衛生局水道課

補助など名称 水道事業におけるIoT活用推進モデル事業

補助など申請年月 西暦　2021年　5月(予定の場合予定年月)
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑰

PRポイント
※ 当てはまる項目に
簡潔にご記入くださ
い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
１．ベンダーロックインからの脱却
２．上水道・工業用水道装置統合による割り勘効果
３．上水道・工業水道一体監視による業務効率向上
４．使用電力量の低減

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
水道情報活用システムによるデータフォーマット統一により、施設台帳、料金、財
務会計、マッピング等の他用途、他分野でのデータ利活用を行える環境が整い、今
後の経営面及び業務面の改革等に役立てていくことが可能に
　【今回実現】
　　・工業用水道事業とのアプリケーション共同利用
　【今後の可能性】
　　・下水道事業とのアプリケーション共同利用
　　・異なるシステム間のデータ連携による経営の可視化　等

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載ください)
水道情報活用システムでクラウドアプリ化したことで実感できる３大メリット
１．場所を選ばない　　　　　必要な時に必要な場所で監視操作が可能
２．複数事業一体監視が可能　上工一体による業務効率向上、省スペース化
３．専用機器が不要　　　　　汎用品使用によるコスト削減
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新旧システムの概略図

補助資料用紙

末浄水場

配水施設　

犀川浄水場

工業用水道浄水場

末浄水場

制御装置

配水施設

制御装置

・・・・・・・・・・・・・

監視操作

装置

帳票管理

サーバー

水量管理

サーバー

・・・・・・・・・・・・・

犀川浄水場

制御装置

監視操作

装置

工業用水道

制御装置

監視操作

装置

監視操作

装置

（旧）

（新）

タブレット端末

末浄水場

配水施設　

犀川浄水場

工業用水道浄水場

水道標準プラットフォーム

水量管理

アプリ

末浄水場

制御装置

ゲートウェイ装置

監視操作

アプリ

帳票

アプリ

犀川浄水場

制御装置

工業用水道

制御装置

配水施設

制御装置

閉域網（WAN）

・・・・・・・・・・・
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サーバー機器減による省スペース

旧中央管理室

新事務所（旧中央管理室）

　事務所に隣接する新中央管理室

（旧）

（新）
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑱

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名 該当する場合、記入をお願いいたします。

補助など名称 該当する場合、記入をお願いいたします。

補助率 　　　　　○○　　％

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

応募団体名
大阪河南地域７水道事業（河内長野市、富田林市、羽曳野市、柏原市、
大阪広域水道企業団＜大阪狭山水道センター、太子水道センター、河南
水道センター＞）

取組名
(プロジェクト名) 大阪河南地域７水道事業による水道施設管理業務の共同業者選定

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

抱えていた課題

　マンパワーの絶対量の不足と技術力の低下が懸念されており、特に近年は定年によ
る世代交代だけでなく、技術者確保の困難性も高まっていることから、事業の持続性
を確保する上での危機感が高まっていた。
　また、近年の物価や人件費の高騰などに伴い委託料が増加することで経営状態の悪
化が懸念される。その対策として多くの事業体で物品の共同調達や業務の共同発注な
ど効率化を目指す取組みが行われ、スケールメリットの享受による費用削減を図って
いる。しかし、スケールメリットの享受には仕様などを統一する必要があり、運転管
理業務などにおいては協議が整わずに実現まで至らない場合も多い。

取組概要

　７つの水道事業体が共同で受託者を選定して包括的に関係業務を委託した。
　委託期間は、令和５年４月１日～令和１０年６月３０日。
　金額的な事業規模は約６６億円。
　共同化手法は、地方自治法に依拠しない私法上の事務委託として協定を締結し、幹
事団体（河内長野市）へ募集公告から優先交渉事業者決定までの公募型プロポーザル
に関する発注事務を委託。契約交渉及び締結は事務委託には含めず個別に行った。
　なお、要求水準書を個別作成とすることで、各水道事業体で培ってきた維持管理手
法などを強制的に統一し共同発注するのではなく、各々を尊重した共同業者選定とし
て発注形態を整えた。これにより仕様統一による歪みを生むことなく共同化すること
が可能となった。
◆プロポーザル資料の構成
　①実施要領書　・・・共通化
　②要求水準書　・・・個別作成
　③提案評価基準・・・共通化
　④企画提案書　・・・共通化
　⑤契約書　　　・・・共通化（ひな形）
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑱

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　委託の業務範囲が最も広い河内長野市では、施設の運転・保全管理、管路管理の維
持管理に加えて、計画策定業務等としてビジョンや経営戦略、整備計画の改定、ある
いは管路布設替工事実施設計業務や管路布設替工事等監理支援業務も含まれている。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　垂直・水平両面で目指す広域連携と、中長期的視点に根差して「民」を迎え入れる
姿勢により顕著な官民連携の成果が期待される大阪河南地域のこの取り組みは、基盤
の強化に向けた体制整備が急がれる全国の水道関係者に多々、示唆をもたらす。

［特にPRしたいポイント］
　要求水準書を個別作成とすることで、各水道事業体で培ってきた維持管理手法など
を強制的に統一し共同発注するのではなく、各々を尊重した共同業者選定として発注
形態を整えた。
　業務受託者が統一されたことにより今後は官民連携し広域的な業務の効率化検討を
進めることで、実現性が高いスキームの構築が可能となる。

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

　地域の水道事業体の連帯意識とそれぞれの事業環境の今後を見据えた中長期的な視
点が結合した。もともと河内長野市と富田林市が昭和50年代に基幹浄水場（＝日野浄
水場）を共同設置するなど連帯意識がかねてより育まれていることに加え、当地では
大阪広域水道企業団との垂直統合が進展している。
　河内長野市では、上下水道事業の包括的な委託にはかねてより積極的で、富田林市
も下水道事業の事務の広域共同化や下水道管路PFIなど民間活力の導入に向けた先進的
な取り組みを推進しており、広域連携による民活導入に向けた素地が出来上がってい
た。

◆主な効果
①体制強化
　日常的な情報共有や業務受託者の技術者が広域的に連携することで非常時などにお
ける支援の円滑化が可能となり官民双方の体制強化に期待できる。
②技術の共有
　共同発注に向けた検討を継続し、広域的なモニタリング体制を確立することで官同
士の技術継承の補完や技術力の共有に期待できる。
③魅力ある業務スキーム
　民間事業者においても技術者は不足している状況であるため、業務規模の拡大や創
意工夫により効率化可能な業務スキームを構築することで、民間事業者の参加意欲を
促し競争性の確保に期待できる。
④事務の効率化
　プロポーザル方式による事業者選定を共同で実施することで官民双方の事務の効率
化を図ることが可能となる。
⑤将来的な維持管理費用の抑制
　将来的な共同発注実現時の効果として、業務の標準化及び仕様統一によりスケール
メリットの享受や配置技術者の共有によるコスト削減など維持管理費用の抑制に期待
できる。
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①水道産業新聞掲載記事（2023.5.22）
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②令和５年度水道研究発表会（1/2）
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②令和５年度水道研究発表会（2/2）
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③広域化及び公民連携情報プラットフォーム
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑲

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

応募団体名 東大阪市上下水道局

取組名
(プロジェクト名)

近隣市との水質業務の連携
-課題解決に向けた「ヒト」「モノ」「カネ」の有効活用-

抱えていた課題

東大阪市上下水道局では、水質業務の担い手となる水質専門職員（化学職）の採用により
職員間の水道水質に関わる技術の継承、また高額な精密検査機器の更新が盛んに行われて
きました。しかし、近年は人口減少や節水技術の向上などによる水需要の減少により、本
市水道事業の運営は厳しく、安心できる水道水質の担保に大切な「ヒト（人財、技能）」
の確保、「モノ（設備、技術）」の更新、「カネ（財源、業務運営）」の充実がより一層
難しい状況にあるため、水質業務の要である水質検査体制を本市単独で維持することは将
来的に難しいと考えています。

取組概要

この取組は、参加している各事業体が有する「ヒト」と「モノ」と「カネ」を有効活用す
ることを目的としています。主な取組は「柔軟な水質管理（定期水質検査における共同検
査や水質に関する相談、お客様対応に伴う水質検査や助言などによる相互支援）」、「危
機への迅速な対応（水質関係備品や測定機器の故障、漏水調査時等に伴う臨時的な水質検
査や資材提供による応援）」、「技能の維持向上（測定分析、分析結果に対する判断力に
関わる支援）」が挙げられます。
近隣の事業体で先行して実施していた取組に共感と賛同する形で令和5年度に参画し、新
たな水質業務連携協定を交わしました。

補助率 　　　　　　　％
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑲

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
一過性ではなく、この取組を安定的に中長期的に継続させることが重要です。継続した展
開には、他事業体の意見と価値観への尊重と信頼のほか、取組に対する各事業体の共通し
た認識と方向性が大きく関与します。このような認識や方向性の共有のためには、共同検
査と相互応援という取組の実務だけでなく、検査業務や会議以外での日々の職員交流の積
み重ねによる相互理解も貴重です。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたいポ
イントを自由にご記載ください)
本市と同じく水道事業運営が厳しく、水質分野に限らず「ヒト」・「モノ」・「カネ」に
悩みを抱える事業体にとって、課題解決の一つの手段であり、現状の改善に一役買う取組
だと考えます。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
取組の推進には、水質専門職員が日頃から研鑽する専門的知識力よりも、水道事業体内の
調整能力・チームワーク力・自己完結力が重要です。特に、取組の理解向上のためには、
幹部職員（事業管理者、部長など）との調整は勿論、総務担当（リーガルチェックなど）
と財務担当（費用対効果分析、予算要求など）との調整・協議・相互協力・信頼関係構築
が不可欠です。

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

この取組では、他事業体の測定機器を活用して自らの手で水質検査を行います。測定機器
を自ら触れて測定分析ができるため、業務委託と比べ、測定分析した結果に対する責任感
の醸成につながる効果があります。測定機器が故障、又は水道水の需要者（市民、市内事
業者など）への対応時に自前の測定機器では限界がある場合、緊急時の水質検査を迅速に
相互でフォローアップできることも連携の大きな役割を果たしています。
水道事業の運営が厳しい状況下で測定機器の更新に苦慮する中、本市職員（ヒト）は他事
業体が保有する一斉分析可能な新しい測定機器を使用することにより、業務時間の短縮と
いう業務効率の改善と新しい測定分析に関する技能の習得ができました。それと同時に他
事業体の測定機器（モノ）に関する技術は本市職員にも共有され、需要者に対する説明力
と対応力を補助し、需要者サービスの維持向上につながります。各事業体の水質専門職員
が顔を頻繁に合わせて関係を深めることで共有され、得られる情報等も需要者サービスの
維持向上に役立てています。また、測定機器の稼働率が向上するため、測定機器の費用対
効果（カネ）の改善にもつながります。
さらに危機管理の観点から、例えば人事異動や水質専門職員の長期休暇等により一時的に
技術力が低下した場合でも技術面を相互に補完することができます。

104



補助資料用紙

105



106



令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑳

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

応募団体名 八尾市水道局

取組名
(プロジェクト名) 公民連携による小水力発電事業

抱えていた課題

　当局では、庁舎及び各施設において、年間約700万kWhの電力を消費しており、そのうち約
8割を高安受水場で消費している。このような状況下、本市は令和3年度に「ゼロカーボンシ
ティやお」を宣言し、令和12年度までに温室効果ガス排出量を50％削減（2013年度比）する
ことを目標としている。そのため、当局では昼休みの庁舎消灯、照明のLED切替え、ポンプ
のインバータ制御、高効率モータの導入等の省エネ施策を実施している。これに加え、最も
電力消費量の大きい高安受水場に小水力発電を導入し、「ゼロカーボンシティやお」に貢献
することとなったが、小水力発電設備の導入費用及び維持管理費用の確保が困難という課題
があった。

取組概要

（１）当局における小水力発電事業の概要
　当局は、大阪広域水道企業団（村野浄水場））から約0.3MPaの受水圧力で浄水を全量受水
している。この未利用エネルギーを有効利用した、小水力発電事業を令和4年度から本格運
用している。事業に際し、安全性、収支計画等を評価基準としたプロポーザル型入札で民間
業者と契約し、事業期間20年間で公民連携による小水力発電事業を実施することとなった。
事業者提案により、得られた売電利益をシェアする方式とし、水運用及び環境、財政収支の
バランスを考慮した事業となっている。なお、小水力発電設備は、流量計、水車、水車弁
（電動弁）で構成され、高安受水場では、75kW発電機を4台（1台あたり約600㎥/ｈの受水が
可能）並列設置している。
（２）導入前の検討内容
　発電量は、流量と水圧で決定するため、当局にて、季節、月、時間ごとの複数年の流量の
経年変動データを調査し、受水圧力についても村野浄水場から高安受水場までの経年変動
データを収集、整理した。一方、民間業者にて、水車の軸受損傷等で急停止や、停電時の小
水力発電設備の急停止に起因する水撃作用に対する安全性を検証した。この結果を基に、当
局で大阪広域水道企業団と事前調整を行った。また、民間業者は、電力会社と送電量に対す
る事前調整や、経済産業省と事前許認可の事前調整を行った。公民が連携し、各関係者と調
整することで円滑な導入が実現した。
（３）導入後の運用
　高安受水場の受配水システムは、高安1分岐（1系）と高安2分岐（2系）より、二系統で受
水している。小水力発電システムは、事業者提案により高安受水場内の二系統の各受水管に
小水力発電設備を経由するバイパス管φ600を布設し、小水力発電ピット（ピット内には水
車管路4条構築）を経由する。1系と2系は自在に切り替えが可能なシステム構成としてい
る。二系統合算で年間約2,200㎥/ｈ～約3,200㎥/hで受水量は推移する。小水力発電設備設置
後の受水原理は、発電流量調整を小水力発電設備側の電動弁で調整し、発電流量以上の水量
が必要な場合は、従前の受水流量調整弁で調整する。2系発電時を例にとると、発電中の2系
では2,400㎥/ｈを目標値として受水し、二系統合計の受水量が約2,400㎥/hを超える場合は、
1系の、従前から設置している小水力発電システムを通過しない受水流量調整弁で受水流量
を調整する。なお、受水流量が2,400㎥/ｈ未満となる場合は、2系の小水力発電設備経由後に
ある、従前の受水調整弁で流量調整する。この水運用により、安全かつ安定受水を実現して
いる。

補助率 　　　　　　　％
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例⑳

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　二系統受水により安全・安定な水運用を実現している。売電収益や固定資産税収入で新た
な財源を創出している。当局は、令和7年度及び令和8年度に、仮想発電所事業（VPP）への
参画を表明している。VPPは、デマンドレスポンスを実施することで再生可能エネルギーの
出力抑制回避効果が期待できるものである。これにより、小水力発電を含めたさらなる再生
可能エネルギーの普及促進に貢献できると考えている。また、大阪・関西万博に向け、府域
における様々なステークホルダーのSDGs達成に向けた取組みを加速させていくために今年1
月に開催された、「OSAKA SDGs Forum ～Road to EXPO 2025～」に八尾市代表として発表し
た。これは、これまでの小水力発電事業に関する活動が大阪府から大きく評価されたためと
考える。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　本事業は、事業者提案により、バイパス管布設工事や小水力発電設備設置工事を地元建設
業者が行った。これにより、雇用の創出、地元建設業者の育成、地域経済活性化の一助と
なった。また、全国の他団体から視察も随時受け付けており、視察時は、民間業者を主体と
した、現場見学を実施している。今後も、他の水道事業体、環境団体等の視察を受け入れ、
民間業者と協力のもと、一水道事業体として微力ながら小水力発電事業を普及・啓発する一
助になればと考えている。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたいポイ
ントを自由にご記載ください)
　令和3年10月に閣議決定された地球温暖化対策計画では、令和12年度までに水道分野での
再生可能エネルギー発電量を約2.5億kWhを目標としている一方、水道統計では、令和3年度
末時点での再生可能エネルギー発電量約0.6億kWh、そのうち小水力発電量は約0.4億kWhと低
い水準にある。「水道施設への小水力発電の導入ポテンシャル調査」によると発電容量を基
に算出した発電可能量は、約1.5億kWhの高い発電ポテンシャルを有している。実現可能性が
ある場合、民間業者との対話を通し、提案・協議を重ねたうえで、公民連携事業が実現す
る。当局のような公民連携事業がひとつのモデルとなり、他の水道事業体にとっても環境へ
の貢献や、新たな財源確保につながれば幸甚である。

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

　財政面では、事業者提案により、イニシャル・ランニングコストを民間業者が負担するこ
とで当局の支出はゼロとなった。小水力発電設備は民間業者の固定資産であるため、維持管
理等の事務負担も当局の負担はかからない。民間業者に高安受水場の一部を貸すことで小水
力発電設備を設置しているため、本市への還元金額は、事業期間20年間の固定資産税を含
め、約6,000万円の新たな財源創出となる見込みである。
　環境面では、小水力発電で製造された電力は、電力会社の送電線を通して地域の電力とし
て活用される。計画年間発電量は、約101万kWh（当該民間業者の公民連携事業最大規模）で
あり、一般家庭年間電力量の約340軒、年間ＣＯ２削減量約374tに相当する計画である（一
般家庭一戸あたり月間消費電力247.82kWh、排出係数は0.37kg-CO2/kWhで算出）。令和4年度
の発電量実績は、107万kWh、一般家庭年間電力量の約361軒、年間ＣＯ２削減量は約397t相
当となった。令和5年度においては、さらに発電量が向上し、108万kWh、一般家庭年間電力
量の約364軒、年間ＣＯ２削減量は約401t相当となった。計画では今後20年間で7,950ｔ以上
のＣＯ２削減が期待できる。これにより、環境負荷低減に貢献している。
　安全面では、導入に際し、当局受水管及び大阪広域水道企業団送水管等に水撃作用による
影響を与えることがないように「異常時の水撃上昇」、「停電等により水車が無拘束になっ
た場合の水撃圧」、「水車を無拘束状態から停止させるため水車電動弁を閉鎖する際の水撃
圧」を水理計算により算出し、安全性を確実なものとしている。さらに安全性を期すため、
小水力発電設備を通過した流量及び発電状況は、クラウドで常時計測され、20秒スパンで更
新される。異常発生時はメールで通知され、遠隔操作でシステムの「異常リセット」、「シ
ステム起動」、「システム停止」の指示ができる。「システム起動」は、あらかじめ決めら
れた目標流量まで水車弁を開けて流す。「異常リセット」もしくは「システム停止」の操作
は、水車弁を徐々に全閉する。いずれの場合も水撃を回避するために緩やかな弁動作を行
う。この安全・安定的な水運用を実現することで維持管理上の優位性を備えている。
　他の効果として、小水力発電事業が「ゼロカーボンシティやお」に貢献しているとして、
「ゼロカーボンシティやお取組みホームページ」に掲載されている。さらに、本市の教育教
材にも高安受水場における小水力発電事業が取り上げられている。
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水色箇所：バイパス流入管

緑箇所：ピット

（2系発電時）

水色箇所：バイパス流出管

緑箇所：ピット

（2系発電時）

ピット内写真（75kWクラスの水車、4台並列）
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異常発生時の遠隔臨場イメージ

令和4年度・5年度ともに計画発電量を上回る

インターネット上での監視画面

他団体からの視察状況

小水力発電量
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国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

抱えていた課題

 職員数の減少傾向の中、専門職の採用見送り等に起因し、当局は受配水場の運転管
理を全面外部委託している。また、通常時は監視制御システムにより受配水池の水
位、受配水量を自動制御している。
　地震等の災害時や通信障害等による事故時において、万一、自動運転機能を失うこ
とを想定した場合、手動運転へ切替えが必要となるが、自動運転への依存や委託業者
の作業所間異動に伴う技能者の入れ替えで必ずしも一定以上の水運用スキルが確保さ
れてる状況とは限らない。さらに、今後は職員だけでなく民間事業者の職員数も減少
することが予測される。そのため、委託業者の水運用スキルを向上させて、事故災害
時の円滑かつ迅速な自動⇒手同運転への切替え技能を向上することが課題であった。

取組概要

上記課題に対し、以下の取組を実施した。

【水運用シミュレータの内製化】
　自動⇒手動運転に備え、水運用シミュレータをＥｘｃｅｌのＶＢＡで内製化した。
水運用シミュレータは、当局の受配水システムを忠実に再現し、受配水量の増減を受
水調整弁の開度調整やポンプの稼働・停止による流量調整と水運用実績に基づいた時
間経過で変動する池水位の上下調整を自ら行う。アニメーションにより、これら手動
運転の作動状況を再現し、流量・池水位を調整することで全体的な感覚をつかむ。ま
た、停電を想定し、非常用自家発電設備を水運用シミュレータ内に組み込むことで稼
働した状態でのポンプ運用のシミュレーションも実行でき、平時と非常用自家発電設
備稼働時、２パターンのシミュレーションが可能である。

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉑

応募団体名 八尾市水道局

取組名
(プロジェクト名) 水運用シミュレータの開発・活用

補助など名称

補助率 　　　　　　　％

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉑

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　令和４年度末時点で全国の水道職員数はピーク時の約６割となっている一方、当局
職員数は約４割と、全国平均と比較しても大きく減少している。この状況下で事故災
害が起きれば、被害状況の把握や運搬給水等で人手が取られ、監視制御システム機能
不全時の復旧作業まで十分な職員を割くことができず対応遅れとなる恐れがある。水
道事業を維持するためには手動運転を強化し、事故災害時も委託業者が臨機応変に対
応できるスキルを身に着けておく必要がある。また、休日夜間等、職員不在時の事故
災害発生時も水運用シミュレータでの経験を活かし、職員参集までの一時的な対応が
図れると考える。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　水運用シミュレータのパラメータ値は自由に変えることができるため、施設の統廃
合やダウンサイジングで受配水池容量が変更となった場合も更新に追随して使用でき
る。また、他の水道事業体でも容易に活用可能なシステムとなっている。さらに、特
定のベンダが開発したものではなく、Ｅｘｃｅｌで内製化しているため、システム更
新時もベンダロックインとならない。また、このようなシミュレーションを開発する
ことで、災害が原因の回線断絶による手動運転にも対応可能となる。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載ください)
　水運用シミュレータは、内製化しているため、外注によるコストやライセンス料は
一切かかっていない。また、全国には約1700の市町村が存在するが、そのうち約25％
は技術系職員が在籍していない。これを踏まえると、今後の水道事業において、官民
連携も単に委託関係とするだけでなく、日常のコミュニケーション等を通して官民の
相互信用・信頼性を高め、水道事業の担い手としてパートナーシップを築く方向にあ
り、様々な課題を解決できるよう、互いの専門性を高めていく必要がある。

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

【効果１　受配水システムの理解促進及び委託業者のスキル向上】
　当局は、用水供給事業者（大阪広域水道企業団（村野浄水場））から浄水を全量受
水している。受水池で受水後、各配水池へポンプ圧送して自然流下で配水する受配水
システムを構築している。水運用シミュレータでは、「受水量」及び「受水池からの
送水量」を受水調整弁やポンプ運転台数を調整することで、池がオーバーフローまた
は水位がゼロとならないように運用する。当局の施設を忠実に再現しているため、当
局独自の水運用の機微を委託業者が知ることで理解促進の実効性を高めている。
　水運用シミュレータは、操作が簡易なことや、汎用ソフトであるＥｘｃｅｌを使用
しているため、初心者でも抵抗なく使用できる。これを委託業者に提供することで、
委託業者の手動運転における水運用スキルの向上に加え、新入職者への研修材料等に
活用することで人材育成の一助となっている。

【効果２　事故災害時の対応力向上】
　将来、予見されている南海トラフ巨大地震や生駒断層帯地震等が発生すれば、監視
制御システムの自動運転が機能不全になることも想定しておく必要がある。手動運転
の必要性に対し、事前に手同運転のシミュレーションを重ねておくことで、事故災害
時も円滑かつ迅速な対応効果を発揮すると考えられる。
　また、当局の重要施設は二回線受電を採用しているが、二回線受電で対応できない
広域的停電に陥った場合、送配水機能に支障を来す。これに備えて、当局では重要施
設に位置づけられる受配水場に非常用自家発電設備を設置している。水運用シミュ
レータは、この非常用自家発電設備の性能を反映し、非常用自家発電設備稼働時の運
用も再現している。さらに、現実に非常用自家発電設備を使用した場合、燃料残量を
常に考慮した水運用に努める必要がある。水運用シミュレータ上でも非常用自家発電
設備稼働時、燃料消費を考慮した水運用を務める必要があるため、事故災害時の対応
力が向上する。
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補助資料用紙

拡大

非常用自家発電設備を考慮

非常用自家発電設備部分の拡大

水運用シミュレーションメイン画面
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貯水量下限値 貯水量上限値

受水池 8800 3000 16000 5000 3285

配水池 9200 3000 16000 5000 2200

北部低区配水池 20000 3000 16000 10000 3675

南部低区配水池 20000 3000 16000 10000 4717.4

警報
最大貯水量 スタート時の貯水量単位:m3 池面積 m2

北部系 南部系

市内配水　水需要データ 需要量　m3/h 需要量　m3/h

1:00 666 1251

2:00 436 802

3:00 291 624

4:00 273 554

5:00 336 698

6:00 608 1291

7:00 1297 2284

8:00 1804 2886

9:00 1545 2301

10:00 1325 2002

11:00 1140 1649

12:00 1018 1517

13:00 1035 1478

発電機の能力

（燃費曲線から転記する）
↓AT1800Sから転記

発電機の定格負荷 1263 KW

発電機出力　[kW] 燃料消費量 ℓ/h 負荷率

1263 606 100.0

947 512 75.0

632 424 50.0

316 339 25.0

以下、各種パラメータ設定（黄色部分を自由に変更できる

池容量の設定値

非常用自家発電設備の発電機出力と燃料消費量に基づく

相関を示したグラフ（燃料消費時間に反映）

非常用自家発電設備の発電機出力

y = 0.00002257 x2 + 0.24605105 x + 259.11590242 
R² = 0.99999249 

0

100

200

300

400

500

600

700

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

系列1 累乗 (系列1)

地下タンク容量 1950

燃料小出し槽容量 1900

合計 3850

グラフから係数を入力

X^2 0.00002257

X 0.24605105

切片 259.1159024

水需要の実績値（受水流量を反映）
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ポンプの仕様

ポンプ動力以外の施設内電力 40

※（参考）9月末で40～50程度

送水ポンプ1台運転 定格負荷 272

最大吐出量 1354

出力[Kw] 負荷率 南部送水流量

272 100 1361

274 101 1346

272 100 1351

272 100 1353

270 99 1359

★No.2受水

水圧中心値 0.34 Mpa

圧力変動設定 変動小 一般 変動大

標準偏差 0.005 0.015 0.03

重回帰式の係数 切片 高安NO.2企業団水受水圧力 高安NO.2受水調整弁開度

係数 545.8148226 1259.676602 1.67756811

送水ポンプ２台運転 定格負荷 538 Kw 送水ポンプ３台運転 定格負荷 793.8 Kw

最大吐出量 2548.6 m3/h 最大吐出量 3546.2 m3/h

出力[Kw] 負荷率 南部送水流量 出力[Kw] 負荷率 南部送水流量

538 100 2540 795 100 3554

539 100 2559 794 100 3570

539 100 2550 794 100 3573

538 100 2549 793 100 3543

536 100 2545 793 100 3491

ポンプ仕様設定（時間当たりのポンプ送水量を反映）

受水流量調整弁の設定（開度毎の流量調整後の流量を反映）

水運用シミュレータを活用した教育風景

117



水運用シミュレータを活用した教育風景
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉒

応募団体名 大阪広域水道企業団

取組名
(プロジェクト名)

PPAを活用した太陽光発電の導入とゼロカーボンドライブの推進
～カーボンニュートラルへの新たな取り組み～

抱えていた課題

　2050年カーボンニュートラルの実現に向け、水道分野のみならず各分野で脱炭素に向け
た取組みが推進されている。このような中、当企業団でも『将来ビジョン』において、め
ざすべき将来像として「社会的課題に対する貢献」を掲げ、温室効果ガス排出量実質ゼロ
に向けた取り組みを推進することとしている。
　しかし、脱炭素の取組みを推進するにあたっては、以下の課題があった。

〇全国の水道事業者における使用電力量は、日本全体の使用電力量の約0.8％を占めると
いわれるが、当企業団はそれを大きく上回る1.3%(※)であり、大規模水道事業者として積
極的な取組みが必要であること。
(※）大阪市を除く大阪府域（＝当企業団の給水区域）の使用電力量に対する、当企
　　 業団の水道用水供給事業及び水道事業の使用電力量の割合

〇再生可能エネルギーの導入にあたっては、事業経営に影響を与えないよう費用対効果を
検討した上で判断することとなるが、故障への対応など想定以上の費用を要する場合もあ
り、採算性の確保が重要となること。

〇再生可能エネルギーの導入に伴う業務量の増加に対し、減少を続ける職員数で対応する
ことは容易ではないこと。

補助率 50%

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名 (一財)環境イノベーション情報機構

補助など名称
令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共

補助など申請年月 西暦　2022年　７月(予定の場合予定年月)

取組概要

　上記の課題を解決しながら脱炭素の取組みを推進するため、令和４年３月に電力会社と
「カーボンニュートラルの推進等に関する包括連携協定」（以下「包括連携協定」）を締
結し、第一弾事業として村野浄水場に太陽光発電設備や蓄電池設備、電気自動車の導入を
行い、令和５年８月に稼働した。
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉒

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

〇本設備は、太陽光で発電した電力を電気自動車に使用することで、温室効果ガス排出量
実質ゼロで運転が可能となるゼロカーボンドライブ、VPPの実施、災害時の予備電源とし
て活用するなど、発電した電力を最大限活用できる取組みである。

〇包括連携協定の締結にあたり、電力会社との電力需給契約を含めたトータルでコスト検
討を行っており、実質的な負担ゼロで脱炭素の取組みを行うことができた。また、二酸化
炭素排出抑制対策事業費等補助金を活用することにより、費用の縮減に取り組んだ。

〇太陽光発電設備の導入にはオンサイトPPA（Power Purchase Agreement）を採用するこ
とで、当企業団の施設の一部を貸し出し、事業者が設備の設置、維持管理を行うこととな
り、職員の負担がなく導入が可能となった。

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］

　電力会社との包括連携協定を締結することにより、電力の供給者と需要家が連携するこ
とで、お互いの知見やノウハウの提供、エネルギー需給契約を含めた取組みの検討などが
可能となった。これにより、脱炭素化やレジリエンス強化などの課題解決に大きな効果が
あった。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］

　太陽光発電設備の設置場所が確保できれば、今回のようなオンサイトPPAを適用できる
可能性が高く、他事業体への波及効果が高い。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたいポ
イントを自由にご記載ください)

　太陽光で発電した電力を最大限活用する取組みである。特に太陽光で発電した電力を電
気自動車に使用することで、温室効果ガス排出量実質ゼロで運転が可能となるゼロカーボ
ンドライブは、水道事業体では初の取組みとなった。
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補助資料用紙

オンサイトPPAモデルの概要

システム概要

(電力会

電力会社
電力会社

電力会社
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令和３年３月 包括連携協定の締結

令和５年８月 太陽光発電設備の竣工
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令和４年４月11日 水道産業新聞

令和５年９月11日 日本水道新聞 令和５年９月21日 水道産業新聞

123



令和４年度 水道研究発表会論文

令和５年度 水道研究発表会論文
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉓

応募団体名 大津市企業局

取組名
(プロジェクト名)

湖都大津の水インフラを守る停電対策
～高圧発電機車配備及び燃料供給を一体化した総合BCPパッケージ運用～

抱えていた課題

　本市は琵琶湖と山々に挟まれた急峻な地形であり、水源を配水区域よりも標高の低
い琵琶湖に求めていることから、給水規模（１日最大配水量：約82,000ｍ３）に対し
て施設の数が多く、浄水場は５か所、加圧施設は６７か所あり、その内、高圧受電施
設が１４か所存在している。
　本市の災害対策としては、浄水場間の連絡管整備による水道管のネットワーク化を
進めているが、ポンプ揚水施設が多いことから、電力供給が喪失した場合、送水不能
に陥り、その水道管ネットワークも使えないリスクがある。このため、特に給水量の
大部分を担う高圧受電施設の停電対策が重要である。一部施設では電力事業者と２回
線受電契約による短期停電対策を講じていたが、昨今の超大型台風や能登半島地震の
ような大災害によって発生する長期停電への更なる強靭な対策が求められている。対
策として発電機を整備することが有効と考えるが、以下の課題を抱えていた。
　◆高圧発電機は高額で１４か所全てに整備することは難しい
　◆取合いになる災害時用の燃料を備蓄したいが自前の燃料タンク整備は難しい
　◆上記が実現したとして、維持するための人的リソースが現実的ではない

補助率 　　　　　　　％

取組概要

　上記の課題を解決するため、「非常用発電機車リース契約」、「非常用専属石油保
管契約」、「非常用専属車両契約」、「非常用発電機車の配送及び配送要員の確保に
関する契約」これら４契約をパッケージ化し、１業務として発注、入札、契約した。
【各契約の内容】
　◆「非常用発電機車リース契約」１５年契約
　高圧発電機車（５００ＫＶＡ×２台）のメンテナンス付リースを行う。２台の発電
機は同期運転可能。
　◆「非常用専属石油保管契約」１５年契約
　本市が別途購入した本市専用の非常用燃料を備蓄確保する。備蓄する燃料タンクは
受注者が保有する敷地内にある。
　◆「非常用専属車両契約」１５年契約
　受注者が本市専属タンクローリーを２台確保し、大規模停電等の非常時に上記の備
蓄燃料を発電機車配備先へ配送する。
　◆「非常用発電機車の配送及び配送要員の確保に関する契約」１５年契約
　上記の発電機車を各施設へ配送するための配送要員を確保する。
　※Ｒ６年５月現在、発電機車製作中であり、Ｒ６年１０月契約期間開始
【今後の展開】
　別途、低圧発電機の災害時レンタルについて民間事業者との協定を検討しており、
市内水道施設の容量を問わず、更なる停電対策体制を構築する予定である。

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など
非該当

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉓

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　大津市は平成２９年台風２１号により、高圧受電施設を含む複数の施設が同時多発
停電を起こした経験がある。この時、職員は不眠不休で発電機手配と運搬、燃料確保
のために奔走したが、一部では断水に陥った。今回業務の運用開始により、スムーズ
な発電機運搬、燃料供給が可能になるとともに、これら作業がアウトソーシングとな
ることで、職員は複数施設の給電、復旧計画の立案、バルブ操作等の専門作業に専念
できる。関わる人材それぞれの専門性を生かした機動力を発揮することで、災害時対
応の即応化、強靭化に資する。また、サブスクリプション方式によって、高額な初期
投資を削減、浮いた経営資金を老朽配管更新といった他事業へ有効活用できる。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　今回のパッケージ業務は非常時の窓口ワンストップによる事業体側の必要人員低
減、サブスクリプション方式による予算平準化が可能であり、中小事業体をはじめと
して、全国的に展開可能な停電対策となりうる。また、発電機車の容量選択、リース
か購入か、燃料確保供給、車両運転をどこまで委託内容に含めるか、事業体毎の内情
に応じてアレンジ可能なスキームとなっており、展開性が高いものと考える。
　今後は近隣事業体と当該業務を共同発注する等、大規模停電時には事業体をまたい
だ給電復旧活動、更に水道事業に限らず他事業への応援給電等、あらゆるインフラを
守る水平展開への発展が期待できる。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載ください)
発電機の購入とメンテナンス委託、燃料タンク整備、保管（種々の法令に準じた届
出、維持）等を一つ一つ発注、契約、運用していくことが通例であるが、発想を転換
し、これをパッケージ発注することによる負担軽減等のメリットは計り知れない。異
常気象、災害が続く昨今の社会情勢の中で、対策は急務であるものの、方法がわから
ない、短期的に高額な費用がかかる、等の問題を抱える事業者を解決に導く取組であ
る。

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

【取組による効果】
　据え置きの高圧発電機を複数台を購入、整備するのではなく、移動可能な発電機車
をリースする。また、災害時における燃料確保のため、燃料タンクを整備、備蓄を自
前で行わず、アウトソーシングする。さらに、発電機車と燃料の各地への配送をアウ
トソーシングする。これらを１業務としてパッケージ運用することにより、
　◆発電機整備に係る総コストが低減できる
　◆災害時の給油困難時でも燃料確保でき、そのための備蓄スペースが不要である
　◆発電機と燃料備蓄は自己の資産を持たないサブスクリプション方式であるため、
高額な初期投資が不要であり、経営資金の有効活用ができる
　◆発電機運用に係る市職員の人的リソースを削減できる
（★これにより、大規模停電時には非常に多い施設の状況を見極め、どの施設からど
のような対応をするのか、優先順位を判断する、といった市職員に本来求められる事
業継続するための専門的業務に専念することができる）
以上のようなメリットがある。

【工夫した点】
　◆発電機車の選定について
　最小で最大の効果が得られるよう、考慮した。本市の高圧受電施設に必要な容量は
施設毎にばらつきがあるが、発電機車２台の容量を500KVAと統一し、同期可能な仕様
とすることで、大容量の施設は２台同期運転で、少容量の施設は１台運転、といった
ように各施設へのルート配送を行いやすいようにイメージして選定した。
　また、発電機車を現場設備と接続する際、有事の切羽詰まった状態でも出来るだけ
作業が容易となるよう、接続ケーブルはコネクタ（高圧ブッシング）方式を採用し
た。
　◆人的リソースの最適化について
　水道職員でなくても出来る作業はなるべくアウトソーシング、水道職員のスキルが
必要な作業は水道職員が一丸となって全力投球。これを実現できる方法を常日頃考え
ており、行きついた先が、今回のパッケージ業務発注であった。
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補助資料用紙

停電発生時の流れ
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各機器を購入した場合（従来方式）と

サブスクリプション化（今回方式）した場合の比較

★現代の人口減少社会においても、人的リソースを最適化し、災害時で

の減災防災効果を最大化する事業に成長すると期待している。

★サブスクリプション化は緊急時の人員確保の面で有利

平時のメンテナンス、非常時の発電機車と燃料配送を一体的にアウトソ

ーシングすることによって市の人員不足を支援。節約した人員は水運用

を継続するための専門的スキルを必要とする業務へシフト、集中する。
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令和５年度全国会議（水道研究発表会
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令和５年度全国会議（水道研究発表会
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉔

補助など名称

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

応募団体名 和歌山市企業局

取組名
(プロジェクト名) 水管橋崩落事故を教訓にした既設伸縮可とう管漏水予防材料の開発

抱えていた課題

和歌山市では２０２１年１０月に六十谷水管橋が崩落し、紀の川北部地域の約６万世帯
（約１３万８０００人）が約６日間にわたり断水した。
六十谷水管橋崩落によって、水道の安定供給及び水道管路をはじめとする水道施設の老朽
化対策の重要性が明らかになるとともに、災害等に強い施設整備の必要性を強く認識し
た。

取組概要

管路資機材メーカー２社が、崩落事故の前から既設伸縮可とう管の補修材として、本体と
特殊ベローズで構成される製品の共同開発を推進しており、本局においても、六十谷水管
橋崩落を教訓として、通水機能を確保するための材料が重要との考えから、２０２２年９
月に３者合意し、共同開発を進めた。災害にも負けない管路とするため、水密性能、変位
性能、コンパクト形状で狭小な場所にも取り付け可能、断水を伴わずに施工可能、という
４点をコンセプトとした開発品を作り上げることに成功し、２０２３年２月には特許を出
願した。

補助率 　　　　　　％
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　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
多くの水道事業者が共通して抱える課題である水管橋の老朽化対策として、通水機能を確
保し、既設伸縮可とう管が有する以上の変位性能を付加する材料を開発することで、水道
の強靭化が図られ安定性が確保できる。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
水道管においては、全国的に管路経年化率が増加しており、管路更新率については低下傾
向もしくは横ばいの状態が多く見られる。この製品の実用化により、水道管改修のコスト
縮小や耐震性の向上ができる可能性があり、水道管の老朽化という課題を抱える多くの水
道事業体での採用が期待される。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたいポ
イントを自由にご記載ください)
事故を教訓に、官民連携により、水道施設の強靭化に資する技術開発を進めた。共同開発
３者により特許を出願済みであり、今後特許を取得する見込みである。

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

既設伸縮可とう管の接続部周辺にステンレス製の特殊ベローズ構造を加えることにより伸
縮、偏心などの変位性能を有した漏水防止カバーを断水を伴わずに既設管の外部に取り付
けるもので、管路の漏水を予防すると共に既設伸縮可とう管が有する以上の変位性能の付
加を図る。２０２３年１１月から１２月に掛けて六十谷水管橋の伸縮可とう管（φ９００
鋼管）に対し設置し、フィールド施工を実施した。
水道管の老朽化は全国的な課題として世間でも大きく報道されており、本製品の実用化に
より、水道管改修のコスト縮小や耐震性の向上ができる可能性があり、水道施設老朽化と
いう全国的な課題の解決の一助となると考えている。
官民連携により、民間の高度な技術力を活用しつつ、水道事業者のニーズを踏まえた信頼
性の高い開発ができたと考えている。また、企業局職員に必要とされる、身に付けにくい
知識や経験（製品品質レベルの高め方や、製品のターゲティングや、効果的な広報など）
を民間協働により得られることで、職員のレベルアップが図られた。
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補助資料用紙
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令和５年度全国会議（水道研究発表会）

134



135



応募団体名

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉕

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名

補助など名称

補助率 　　　　　　　％

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

福岡市水道局

取組名
(プロジェクト名)

福岡市水道事業創設100周年記念事業
～「プロジェクションマッピング」イベント開催～

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など
非該当

抱えていた課題

　福岡市は、過去に２度の大渇水を経験しており、「限りある資源である水をたいせ
つに使う」心がけを福岡市民（社会）全体へ継承するために、さまざまな取組みを
行っている。
　これまでも水道局広報紙やパンフレット等の紙媒体、ホームページやＳＮＳといっ
たオンラインでの広報等を行い、水道事業への関心を高める活動を実施してきている
が、市民からは「水道水を使えることが当たり前」と受け取られている現状があり、
一滴の水も無駄にしない世界トップの低い漏水率を維持していくためには、市民への
啓発を引き続き行っていく必要がある。
　今後も水道事業を持続していく上で、市民の節水意識の向上や水道事業に対するよ
り深い理解を図ることはとても重要であり、新たな広報手法の活用を検討して、水道
事業の認知度をさらに向上させることが課題となっていた。

取組概要

　令和５年３月１日に福岡市水道事業創設１００周年を迎えたことを記念して、「博
多旧市街ライトアップウォーク２０２３」とのコラボ企画として、「福岡市水道局と
九州産業大学によるプロジェクションマッピング」イベントを開催。

【開催概要】
　日　時：令和５年１１月３日(金・祝)・４日(土)　１８：００～２１：００
　場　所：福岡市水道局本庁舎
　入場料：無料
　主　催：福岡市水道局
　協　力：九州産業大学

【その他情報】
　「水の循環」をテーマに、山に降った雨、天の恵みから生まれる水道水、その水を
使用した生活排水から生まれる水素、川などから流れ込む海の中をイメージした水族
館がコラボしたイベント。
　九州産業大学芸術学部が制作した、魚たちが楽しく泳ぎまわる夜の水族館をイメー
ジした映像を水道局本庁舎に投影し、まるで水の中にいるような空間を演出。
　イベントにかかるすべての電力は、市民の生活排水である下水からつくった、環境
にやさしいクリーンな水素を用いて発電した、水素バス「Ｍｏｖｉｎｇ ｅ」で供
給。
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令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉕

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　プロジェクションマッピングのイベント開催には、イベント運営会社やプロジェク
ションマッピング製作会社などとそれぞれ委託契約を締結して実施することが一般的
であり、多額の費用が必要となるが、今回はイベント運営を職員のみで行い、プロ
ジェクションマッピングについても大学と連携し、大学教育の一環として協力いただ
くことにより、低予算で非常に効果の高いイベントを開催することができた。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　今回は水道局本庁舎へのプロジェクションマッピングの投影であったが、浄水場や
ダムの堤体を活用するなど本庁舎以外の水道施設への投影も実施することが可能であ
り、市民の方に水道事業への関心を持ってもらえる一つの広報ツールとして展開可能
である。
　プロジェクションマッピング実施後に、他都市の水道事業体からイベント開催に関
しての問い合わせもいただいている。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載ください)
　職員によるイベント運営、大学と連携したプロジェクションマッピング投影によ
り、低予算で新たな広報イベントの実施ができた。
　これまでも紙媒体やSNS等を通じて広報活動を行ってきているが、福岡市水道事業
創設１００周年という契機を生かした、記念事業にふさわしい話題性があり、子供か
ら高齢者まで幅広い世代の方に対する水道事業の認知度向上に寄与することができ
た。

　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

　水道局本庁舎において、子供から高齢者まで幅広い世代の方に楽しんでもらえる
イベント（プロジェクションマッピング）を開催したことで、水道事業の認知度向上
に寄与することができた。

【取組みにおける工夫点】
 ・近隣で開催される「博多旧市街ライトアップウォーク」イベント期間中に併せ
　 て、水道局本庁舎に福岡市水道事業創設１００周年ＰＲ動画をプロジェクショ
 　ンマッピングで投影したことで、お互いのイベントでの集客力アップにつなが
　 り、より多くの市民の方に本庁舎へ足を運んでもらうことができた。
 ・イベントで使用する全ての電気は、市民の生活排水である下水からつくった、環
 　境にやさしいクリーンな水素を用いて発電した、水素バス「Ｍｏｖｉｎｇ ｅ」
 　で供給
 ・社会福祉施設による水道水を使用したコーヒーや焼菓子の販売も行い、社会福祉
 　施設で働く方の支援にも貢献

【イベント来場者数】
 ・２日間で約６００名の方が来場

プロジェクションマッピング投影水素バス「Moving e」
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福岡市水道局

取組名
(プロジェクト名)

機械学習（ニューラルネットワーク）を用いた配水量予測システムの構築
～職員自作によるコストゼロでのAI導入～

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

令和６年度  水道イノベーション賞応募事例㉖

取組概要

　機械学習を用いた配水量予測システムを職員自ら構築した。
　・使用言語：Python
  ・予測手法：機械学習（ニューラルネットワーク）
　　　　　　　※オープンソースライブラリであるscikit-learnを使用
　・利便性向上のため表計算ソフトからの操作で
　　動作するよう構築。
　
＜予測に用いた要素＞ ※気象データは気象庁HPより
　・特異日かどうか（盆・正月）
　・休日か否か（当日・翌日）
　・昼の天気（晴・曇・雨）
　・夜の天気（晴・曇・雨）
　・最高気温（当日）
　・最低気温（当日・翌日）
　・降水量（当日・前日）
　・直近7日間平均最高気温
　・直近14日間平均配水量
＜学習データ＞
　　過去3年間の上記要素および配水量

抱えていた課題

　福岡市は、昭和53年渇水時の287日間にも及ぶ給水制限の教訓を踏まえ、各浄水場間の
流量調整や、適正な水圧調整による漏水量の抑制などの機能をもつ水管理センターの運
用を昭和56年より開始している。
　水管理センターでは、毎日、1日の配水量を予測し、その値をもとに各浄水場は取水量
を調整している。これまでの予測は過去のモデルとのパターンマッチングを基にして操
作員が自ら判断していたが、予測結果は操作員の経験に左右された。しかし、予測誤差
が大きくなると配水池の運用水位を逸脱するおそれもあり、仮に新人の操作員であって
も正確な予測が求められる。そのため、経験の深浅に関わらず配水量の予測精度を向上
させることが課題となっていた。
　また、今後中央監視装置の更新を控えており、多額の費用をかけることが困難であっ
たため、コストをかけない予測精度の向上も課題となっていた。

補助など名称

補助率 　　　　　　　％

補助など申請年月 西暦　　　年　　月(予定の場合予定年月)

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

補助など団体名

応募団体名

配水量予測システム
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　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

　2024年2月および3月の2か月間において、本システムを用いて配水量予測を行った。そ

の結果、平均予測誤差が4,869m3、平均予測誤差率が1.15％とこれまで人が経験で行って
いた時よりも高い精度で予測ができていた。

　当初構築したシステムでは実配水量より少ない予測値を示すことが多く不十分であっ
た。分析してみると、新型コロナウイルスの収束に伴う生活スタイルの変化や人口の増
加によって以前よりも水需要が増加したものと考えられた。そこで直近14日間の平均配
水量を要素に加えることで、最近の水需要を反映した予測をできるようにし、本結果の
ような予測精度を得ることができた。

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　配水量予測システムを導入するには、従来であればシステムの構築を外注することに
なり多額の費用が必要となるが、今回は職員のみで構築したためゼロコストでシステム
の導入を実現できた。さらに、システムを構築するにあたり、職員自身もAIや配水量予
測に対する知見が深まり、職員のスキルアップにも貢献した。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　本システムにて用いた要素は、平日・休日や気象データなど一般的な情報であるた
め、他都市でも十分実用可能だと考える。また、職員でシステム構築しているメリット
として、要素の追加も都度職員にて行えるため、地域の特性に応じた要素の追加（積雪
量など）を行うこともでき、柔軟な運用が可能である。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたいポ
イントを自由にご記載ください)
　新システム、さらにはAIの導入には多大な費用がかかるイメージがあるが、本システ
ムはオープンソースライブラリを用い職員自らシステムの構築を行ったことで、費用を
全く掛けずにAIを用いた配水量予測システムを構築することができた。さらに、システ
ム改良も職員自ら行えることから、費用の制限なく適宜改良することができ理想的なシ
ステム運用が実現できた。

2024年2～3月

（本システム使用）

2022年9月

（操作員にて予測）

MAE(平均絶対誤差) 4,869m3 7,306m3

MAPE(平均絶対誤差率) 1.15% 1.74%

配水量予測システム

(m3/日)

予測結果

予測配水量と実配水量の比較
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水管理センター 全景

配水量予測システム
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Pythonにて書いたプログラミングコードの一例
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ニューラルネットワークのイメージ図
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応募団体名 田川広域水道企業団

取組名
(プロジェクト名)

田川広域水道企業団の水道用水供給事業と1市3町の水道事業の統合につい
て

抱えていた課題

　当企業団を構成する１市３町（田川市・川崎町・糸田町・福智町）の水道事業は、全国的な課題
と同様に、人口減少による水道料金収入の減少、高度経済成長期である昭和３０年代・４０年代に
多く整備された水道施設・管路の老朽化、耐震性能不足による更新需要の増大等により経営が一層
厳しくなる状況にあった。また、現有施設は、需要最大期の施設能力を維持したままになっている
ことから、人口減少に伴う将来の水需要に適した効率性、経済性を高める施設へ再構築を行う必要
があった。しかしながら、これらの課題を解決するには、多額の更新費用が発生し、独立採算を原
則とする水道事業では、水道料金の値上げが避けられない状況となり、結果として住民負担の増加
につながる。
　このような田川地域の水道事業の状況を踏まえ、課題解決に向けた手法を検討する必要が生じた
ことから、抜本的な対応手法として水道事業の広域化の調査研究をスタートした。

補助率 　１/３

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

非該当・該 当
　　　　　　（予定含む）

該当(予定含む)の場合
補助・助成などの

情報をご記入ください

補助など団体名 国土交通省（令和５年度までは、厚生労働省）

補助など名称 防災・安全交付金（旧生活基盤施設耐震化等交付金）

補助など申請年月 西暦２０１９年　４月(予定の場合予定年月)

取組概要

　事業統合の主な取組みを時系列で整理すると、表１のとおり。
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　  取組による効果
※ 取組を実施するに
    あたり工夫した点
    などを踏まえてご
　 記入ください。

　事業統合を実施し、将来負担額の低減（施設の統廃合による更新費用の低減+交付金の
活用）による将来の水道料金（供給単価）の上昇を抑制。主要施設の統廃合、組織・業務
の一元化等による効率的な水道事業の運営。

〇事業統合に伴う主要施設の統廃合
　主要施設については、国の生活基盤施設耐震化等交付金（現：防災・安全交付金）を活
用して、適正規模としたうえで新浄水場を建設し、既存施設の統廃合による拠点施設の縮
減を図った。浄水場については、既存系の大内田浄水場と新系の新浄水場の２つの浄水場
に集約することとした。新浄水場の水源は、規模の大きな４か所の既存水源を活用し取水
量の安定化を図り、緊急時の対応として、２か所の浄水場を連絡管でつなぎ、バックアッ
プ体制を確保することとした。
　この結果、取水施設が１５か所から５か所、浄水場は１１か所から２か所、調整池は２
か所から１か所、配水池が３６か所から２７か所に集約される。これは施設全体として４
３％の施設数の削減するという大幅な統廃合となり、効率的な水道事業の運営に寄与する
ものと考えている。

〇組織・業務の一元化等及び事務関係システム・ネットワークの統合
　平成３１年４月の経営の一体化時に、１市３町の水道課は当企業団の水道事務所（所属
職員と事務所の場所は変更なし）となった。それに伴い、国の交付金を活用して、会計、
料金、マッピングなどの事務関係システムを一体化し、各水道事務所を結ぶネットワーク
の仕組みを構築した。
　令和５年４月に事業統合と料金統一を行い、各水道事務所は廃止の上、田川市庁舎別館
（旧田川市水道事務所）に職員及び事務所機能（料金窓口業務を除く）を集約した。併せ
て組織及び業務の一元化を行った。料金窓口業務は旧水道事務所の場所において、民間委
託の上、現在業務を行っている。

〇水道料金の統一
　水道料金等審議会を設置し、慎重に議論を重ねた。１市３町で異なる料金体系であった
ため、口径別料金体系へ統一することとした。令和５年４月の料金改定までの間に各市町
の状況に応じ、構成市町議会議員や区長会、住民に対する説明会などを実施した。
　なお、統一新料金が従前の料金を上回る場合は、５年間の経過措置を設け、料金を据え
置くこととしている。

　  　PRポイント
※ 当てはまる項目に
　 簡潔にご記入くだ
 　さい。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
水道事業の広域化（事業統合）の実施により、水道事業の持続性確保と、住民負担の最大
限抑制することの両立を図った。組織体制の見直しを図ることで、効率的な事業執行体制
を構築することができた。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
全国には同様の課題を抱えている水道事業体が数多くあり、事業統合までのプロセスや、
広域化に伴う補助金を活用して安定かつ効率的な水道システムの再構築を図る手法は、他
事業体の参考になる。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたいポ
イントを自由にご記載ください)
　当企業団のような各構成団体（１市３町）の人口規模が５万人以下（合計でも１０万人
以下）の事業統合及び統合と同時の料金体系の統一について、構成団体の合意形成の過程
を含め水道広域化の取組事例として、中小規模事業者の参考となれば幸甚である。
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水道産業新聞
（令和５年４月17日掲載）
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